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としての執行権者の責任 responsabilité des gouvernants である。そしてかかる責任は、執行権者の営為とし
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2 小林直樹『憲法の構成原理』（東京大学出版会、１９６１年）１８５頁。 
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第一に、フランスにおける責任 responsabilité 概念を、法的見地より論じたうえで、大臣責任 responsabilité 
ministérielle 概念を、政治責任 responsabilité politique の側面、刑事責任 reponsabilité pénale の側面、そ
して両者の競合する側面の３側面からそれぞれ定義づけを行い、大臣責任概念を綜合する。本研究が研究を行






































9 Olivier Beaud, Le traitement constitutionnel de l’affaire sang contaminé. Réflexions critiques sur la 
criminalisation de la responsabilité des ministres et sur la criminalisation du droit constitutionnel, RDP. 
1997. p.1004 
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control の客体である政府が control の主体に対して「弁明」しなければならないという命題、すなわち
accountability の含意である。政府は自らの作為あるいは不作為に関して説明し、自己正当化し、報告をしな
                                                                                                                                                                                  
ては、樋口陽一『憲法』（第三版、創文社、２００７年）３８６頁。 
14 Michel Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, in Olivier Beaud et Jean-Michel 








17 この点に関して、La responsablité-Archives de philosophie du droit, Sirey, 1977, p.54. 
18 例えば、高柳賢三、末延三次編『英米法辞典』（有斐閣、１９５２年）２７３頁は、「責任」に当たる語と
してこの Liabity を挙げる。 


































で、「道義的責任 responsabilité morale」あるいは「一般的責任 responsabilité générale」という表現が幾人
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31 「議院による信任の必要性は、大臣責任として表現される。大臣責任、そこではそのサンクションは権力の
喪失であり、つまり、議院の表決によって当該閣僚への信任の喪失が表明されれば、彼閣僚が辞任しなければ
ならない責任のことである。」M.Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 2éd., Sirey, 1929, p.365. 
32 D. Baranger, Responsabilité politique, in D. Alland et S. Rials (dir.), Dictionnaire de la culture 






































                                                     
34 A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel, op. cit., 3e éd., p.99. 
35 Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique?, op. cit., p.1600. 
36 M. Paillet, Responsabilité administrative et responsabilité politique, in J.-J. Sueur (dir.), Juger les 
politiques. Nouvelles réflexions sur la responsabilité des dirigeants publics, Journée d’etudes du 10 déc. 


















                                                     
37 「政治責任 La responsabilité politique は、議院内閣制 gouvernemant parlementaire に特徴的なものであ
り、それは偏に、辞職する道義上の責任においてなされる権力の喪失に本質を持つ。閣僚は議会における多数
派の信任を失った際にかかる立場に追い込まれる。」A.Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et 
comparé, 8e éd., avant-propos de D. Chagnollaud, LGDJ, éditions Panthéon-Assas, p.811. 
38 「政治責任 La responsabilité politique は、、、二つの型の下に顕現する。すなわち、第一に、刑事的な型
である forme criminelle、、、第二に、議会制的な型であり forme parlementaire、議会がかかる責任を議会
政のルートにおいて付託され、唯一のサンクションとして権力の喪失が存する場合である。」M.Hauriou, 
Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.414. 
39 「かかる連帯的、政治的な責任は、議院内閣制の本質的要素であると繰り返したい。何故ならば、かかる責
任は議会と政府との常なる協働を保障するものだからである。」Léon Duguit, Traité de droit constitutionnel, 
t.IV, 2e éd., Albert Fontemoing, 1924, p.846. 
40 「合衆国において見られるような厳格な分立制に特有な機関の独立とは異なって、現代の議院内閣制を特徴
づけるのは政府と議会多数派との相互の連帯で」あり、「、、、内閣が議会の信任を失った際に辞職すること
を保障する sanctionner ところの政治的合意が、そこでは問題となっている」P.Avril et J.Gicquel, Droit 
parlementaire, 3e éd., Montchrestien, série Domat public, 2004, p.253 ; 「、、、政治責任 la responsabilité 
politique とは、純粋に政治的な手続によって負われるところの責任である。すなわち、政治責任が生じさせ
るのは唯単に、一院 une assemblée における表決に過ぎない。そこでのサンクションもまさに政治的なサン
クションなのであり、辞職する義務のことである。したがって、政治責任は、議会に対して与えられた、或る
閣僚に対して辞職を強制する権力 pouvoir のことを意味するのであり、換言すれば、罷免権 pouvoir de 
révocation のことを意味するのである。」F. Hamon et M. Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., 
LGDJ-Lextenso, 2009, p.101. ; 「政治責任とは、政府の行為に対して価値付与を行う法的メカニズム




Ph.Ségur, La responsabilité politique, op. cit., pp.17-18. この他に、政治責任を議院内閣制研究の枠内での
み検討しているものとして、以下も参照のこと。D. Turpin, Droit constitutionnel, 1re éd., PUF, 2003, 
pp.257-258. 
41 J.-M. Février, L’axiologie de la responsabilité politique, in Ph.Ségur (dir.), Gouvernants : quelle 
responsabilité?, L’Harmattan, 2000., p.223.  
42 Olivier Beaud, La responsabilité politique face à la concurrence d’autres formes de responsabilité des 









                                                     
43 「議院内閣制では無い統治体制においても、閣僚は政治責任を負っているが、しかし、そこでの閣僚の政治
責任は、当該閣僚の行為を是認できない場合に、罷免することが出来る国家元首に対してのみ、負われている。」
J. Lafferière, Manuel de droit constitutionnel, 2e éd., Montchrestien, 1947, p.775. ; 「政治責任は何か一つ
の特定の政体にのみ固有のものではなくして、別の政体においても存在する。」D.Baranger, Le droit 
constitutionnel, 1re éd., PUF, 2002, p.90. ; 「民主制においては、政治責任は統治者 gouvenants の人民に対
する依拠 dépendance を示すものであり、それは選挙の際に直接的な形で示されることもあるし、或いは議院
内閣制の中で代表者に対して示されることもあるのである。」D.-G. Lavroff, Le droit constitutionnel de la Ve 









Responsabilité politique, in D. Alland et S. Rials (dir.), Dictionnaire de la culture juridique, op. cit., 
p.1358. 
44 この様な見方を採るものとして、E.Zoller, Droit constitutionnel, 2e éd., PUF, 1999, p.448. ; D.Baranger, 
Responsabilité politique, in D. Alland et S. Rials (dir.), Dictionnaire de la culture juridique, op. cit., 
p.1358. ;M.-A. Cohendet, op.cit., p.344.； Olivier Beaud, La responsabilité politique face à la concurrence 
d’autres formes de responsabilité des gouvernements, op. cit, p.22. ; M.Bélanger, Contribution à l’etude de 












Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique?, op. cit., pp.1619-1620. その他、政治責任のサンクショ
ンを選挙手続に見出す見方を否定するものとして、以下のものがある。例えば「この類の政治責任は、したが
って、選挙における責任とは全く別物である。何故ならば、選挙における責任は諸機関相互の関係に係わるも
のだからである。」とする Ph. Lauvaux, Les grandes démocraties contemporaines, 3e refondue, PUF, 2004, 
pp.186-187. があり、「、、、これら選挙人の行為は、政治責任の追及に相当するものではなく、より客観的
に見れば、諸勢力の均衡における断絶、あるいは非連続性に相当するということになる。」とする P. Pactet, 
L’évolution contemporaine de la responsabilité gouvernementale dans les démocraties pluralistes, Le 
Pouvoir, Mélanges offerts à  G. Burdeau, LGDJ, 1977, pp.208-209. がある。また、Pierre Auvret, La 






























                                                                                                                                                                                  
と指摘している。 
46 オーリウ「政治責任 La responsabilité politique は、、、二つの型の下に顕現する。すなわち、第一に、刑
事的な型である forme criminelle、、、第二に、議会制的な型であり forme parlementaire、議会がかかる責
任を議会政のルートにおいて付託され、唯一のサンクションとして権力の喪失が存する場合である。」
M.Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.414. これよりやや控えめな言説として、次の様に考
察するドニ・バランジェを引くことが出来よう。すなわち「政治責任は、政治―刑事的性質 nature 
politico-criminelle な性質のものかもしれない、、、。政治責任は、政府が重大な犯罪 infraction grave、例え
ば１８７５年以来のフランス諸憲法の規定する大統領の国家反逆罪だの、アメリカの『弾劾』制度における『特
別の重罪及び軽罪 haute crimes et délits』だの、と云ったものを白日の下に晒す faire apparaitre ことを狙い
としている。しかしながら、それでも、そこで問題となっているのは政治責任である。と云うのも、制度の基
本原理に対する侵犯 la violation de principles fondamentaux du régime を鎮圧するところの罷免こそが主た
るサンクションであるべきであって、刑罰は付属的なものだからである。」D.Baranger, Droit constitutionnel, 
op. cit., pp.92-93. 
47 とりわけ以下の諸論者。M.Hauriou, Précis de droit constitutionnel, op. cit., p.365 ; A. Esmein, 8e éd., op. 
cit., p.811. ; M. Duverger, Le système politique français, 21e éd., PUF. 1996, p.373. ; J. Cadart, Institution 
politiques et droit constitutionnel, 3e éd., Economica, 1990, t. II, p.666. ; P. Avril et J. Gicquel, op. cit., 



























                                                     
48 F. Hamon et M. Troper, op. cit., p.101. 
49 Ibid. 
50 Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique?, op. cit.,p.1617. 
51 Ibid,, p.1620. 
52 Joseph-Barthélemy et P. Duez, Traité de droit constitutionnel, Editions Panthéon-Assas, 2004, 
pp.706-707.；L. Duguit, op. cit., t. IV, p.852 ; Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité politique?, op. cit., 
p.1617 ; F. Hamon et M. Troper, op. cit., p.101. 
53「、、、政治責任、それは何よりもまず、被治者に対する説明に在る。すなわち、政治責任は必ずしも辞職
に結び付く様な統制のメカニズムでは無い。しかし、権力の行使に対して、付与された信任の名の下に、人民
に対する報告を保証するメカニズムではあるのである。」M.-Cl. Ponthoreau, Pour une réforme de la 
responsabilité politique du Président de la République française, in O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), op. 
cit., p.319. ; 「直接的なサンクションに関する唯一の問題に集中することが避けられるにしても、政府構成員
の日々の政治責任は罷免のリスクにその本質を持つと云うよりも、寧ろ、報告をする義務、すなわち、自らの
行為に就いて公に説明するということにその本質を持つ、ということがらが確認できるのである」A. Le 
Divellec, La responsabilité politique dans le parlementarisme majoritaire : quelque remarques autour du 
cas allemande, in O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), op. cit., p.197.また、辞職を責任現象の「一つの表れ」
に過ぎず、寧ろその本体は引責主体における「過去の事象への説明」にあるとするものとして、E. Zoller, op. 
cit, pp. 446-447. 
54 Olivier Beaud, Le contribution de l’irresponsabilité présidentielle au développement de 

































なる示唆 indication に過ぎないのである。しかしこの示唆は命令を構成する mais en fait cette indication est 
un ordre。57」と示唆している。閣僚は唯自らの意思にのみ従って辞職するのではない。閣僚が応答する義務
                                                     
55「（サンクションによる統制は）国民の意思に対して、政府の行為を追認あるいは非難する投票によって、
自らの一体性を確認或いは再発見することを可能にする。」Ph. Ségur, Qu’est-ce que la responsabilité 
politique?, op. cit., p.1617. ; 「言葉の本来の意味において言えば、統制と云うものは、サンクションする性格
un caractère sanctionner を示している。すなわち、統制は、政府の責任を問い、政府を倒壊させることを可
能にする手続に従って発露する。」F. Hamon et M. Troper, op. cit., p.716. 
56 フランス公法学の政治責任理論におけるアカウンタビリティ概念批判に関しては、拙稿・前掲「憲法学にお
ける「政治責任」概念」197～200 頁。 























                                                     
58 「閣僚にとっての辞職の義務はフォートから生じるものではなく、唯単に閣僚と議会との間での不合意から
生じるものであって、閣僚が採ってきた政策について、或いは唯単に、閣僚が示したプログラムについて、発
露するものなのである。」R. Capitant, La coutume constitutionnelle, RDP. 1979. p.965. ; 「政治責任は次
の様に分析される s’analyse、、、議会が有する、閣僚に辞職を強いる権力として、換言すれば、罷免権とし
て。」F. Hamon et M.Troper, op. cit., p.101. ; 「信任は、議会と内閣との間における協働の現実における関
係性であり、法案を提出し採択すると云う共通の必要を基礎においている。」。ドニ・バランジェは議会に対
する責任 responsabilité parlementaire の存在に必要な二つの段階を分節化してみせる。すなわち、第一には、
議会が信任の撤回を表明すること、第二には、「議会によって協働が拒絶されたが故に、内閣が最早統治権の
行使が出来なくなっていることを認め、このことが集団的辞職 démission collective につながることである。」
D. Baranger, Responsabilité politique, in D. Alland et S. Rials (dir.), op. cit., p.1359. 
59 A. Esmein, 8e éd, op. cit., p.139. 強調は引用者。 





写され得るのだと結論付けている。すなわち、第一に「責任に映し出された影としての権力 pouvoir comme 
ombre portée de la responsabilité」、第二に、「あらゆる権力の画された顔としての責任」。D. Baranger, 
Parlementarisme des origines. Essai sur les conditions de formation d’un exécutif responsable en 
Angleterre ( des années 1740 au début de l’âge victorien ), thèse Science-Politique Paris II, 1996, pp.25-26. 
62 「この（階層的な）権力の存在は、行政を形成する種種の役務のピラミッド型の構造を前提としている。階
層と名付けられた何れのピラミッド型構造も、その頂点に最高の長 Chef suprême を、次いで中間的段階にお
いて、『役務の長 chefs de service』を、最後に、下へと下へと続く等級 échelons 


























えて第三の条件が保障されるべきことが強く意識されて来った。（ｃ）閣僚間の一体性及び均質性 ’unité et 











                                                                                                                                                                                  
性構造の別の等級に従属すると云うことを含意しているのであって、最高の権力機関 autorité suprême は常
に自らの意思を優越させることが出来るのである。」P. di Malta, Essai sur la notion de pouvoir hiérarchique, 
LGDJ, 1961, p.1. 
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 閣僚と閣外大臣 secrétaires d’Etat を結集する合議体である内閣 Cabinet ministérielle は、国政の首脳部と
して、一体的で同質的な、自律的機関でなくてはならない。尤も、フランスでかような「内閣」の生成は大い
に遅れた86。 
 一体性 unité の原理は諸閣僚が組織だった閣僚グループを構築しなければならないということを意味する。
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は自分自身の生活を持った制度の型を持つこととなり、最早簒奪され難い plus difficile à subtiliser ものとな
ったのである。」R. Bonnard,La présidence du Conseil, RDP. 1935, p.35. 
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なる理解が存在してきた。すなわち、一つは刑事法テーゼ thèse pénaliste 或いは普通法テーゼ thèse du droit 






治責任 une responsabilité politique à caractère pénal」を本質とすると主張する117。従って、かかる責任は
一般刑法の軌道を外れている。それ故、この種の類型の公訴の提起を管轄する裁判機関は、「主権的権限 pouvoir 
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l’expression ultime de la responsabilité politique traduite en termes de sanction pénale120」と見做す見解で
ある。「何故ならそこでは刑事的性格を持った政治責任が問題となっているのであり、かかる責任は例外的な
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に認めてきた。議論を呼んでいる問題とは何かと云うと、責任を定義する法律の適切さであり、あるいはかか






にしか映らないからである。そこには定義は存在しない。そこでは定義を持つことは出来ない。」P. Rossi, op. 
cit., p.385. 
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で、刑事責任、民事責任とは異なっているのである。」G. Vedel, Manuel élémentaire de droit constitutionnel, 







op. cit., p.774 ; 「政治責任は、完全にとは云わないが、それでもやはりフォートの概念とは折り合いが悪い。」
J.-J. Sueur, 






しないときなどにあっては、あり得るのである。」Denis Baranger, Responsabilité politique, in D. Alland et 
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Burdeau, op. cit., p.9 ; 「精確に言えば、政治責任はフォートに基づく責任ではない。政府が倒されたと言っ
ても、それは過誤 erreur 或いは失政 mauvaise politique へのサンクションというよりも不合意による支持の
取り下げなのである。フォートは政治的言説で用いられる道徳的な支えに依拠しているが、しかし、政治的言
説と云うのはそれほどお人好しのものでもない。政治責任は道義にではなく、不合意に基づいているのである。」 
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秩序 ordre politique であり、したがって、厳密な算術的方法で推し量れるものであるというよりも寧ろ状況
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ルマンテール Archives parlementaires を綿密に読み込んでいくことは、フランスにおける最初の制憲者たち
の議論、あるいは制憲者に影響を与えたツァイトガイストを探求する上で、不可欠な作業である150。アルシー
ヴ・パルルマンテールの分析は、革命期、すなわち如何なる公法学説も存在しなかった時期151、この時期を問
題とする場合、特に重要である。モニトゥール・ユニヴェルセル Le Moniteur universel 誌あるいは、１７８
９年に初めて出版されたガゼット・ナシオナル La Gazette national 誌である（１８７０年以降はフランス共















  第２款、フランス憲政史の時系列的・概念的検討 
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Moniteur universel 或いはガゼット・ナシオナル La Gazette nationale と云う題名が付され、１８１１年１
月１日から１８５２年１２月３１日まではモニトゥール・ユニヴェルセルと云う題名のみが付されている。そ
の後１８５３年１月１日から１８６８年１２月３１日まではモニトゥール・ユニヴェルセル或いはフランス帝
国官報 Le Journal official de l’Empire français と云う題名が付され、次いで１８６９年から１８７０年まで
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2009, p.11. 
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と評され、政治責任をめぐる公法学史上重要な素材と位置付けられているのである。Daniel Amson, La 
responsabilité politique et pénale des ministres de 1789 à 1958, Pouvoirs n.92, 2000, p,32. 
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167 第五共和制下においては、国家元首の政治責任を追及し得る可能性は薄弱である。２００７年２月２３日
の憲法改正では、憲法第６８条で例外規定が置かれつつも、大統領無答責原則は維持されたのであった（憲法






 ２００７年憲法改正については、とりわけ以下が参考とされるべきである。Dossier spécial : Statut pénal 
du chef de l’Etat, RDP. 2003. pp.53-110 ; O. Beaud et Ph. Lauvaux, Sur le soi-disant impeachement à la 
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Synthèse, févr.-déc. 1934, p.56. 





1re série, t. VIII, séance du 7 sept. 1789, p.589. 尤も、かかる大臣責任が如何にサンクションされるかと言え
ば、刑事的方途しか構想されていない。 






































 ブルボン復古王政の下では、大臣責任概念における刑事責任原理が法的 légale 責任として、そして政治責任
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p.273. ; CD, AP, 2e série, t. C, séance du 5 févr. 1836, p.233. 
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187 D. Amson, La responsabilité politique et pénale des ministres de 1789 à 1958, op. cit., p.36. 
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属させるべきことを主張している。 










































191 その代表例がカピタンである。René Capitant, « Régimes parlementaires », Mélanges Carre de Malberg, 
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政政府期における執政と大臣との関係を性格規定するために用いた概念である。 
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constitutionnel, 3e éd., Montchrestien, 2006, p.341. 
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Saumur のセネショセの貴族、AP, 1re série,t.V, p.721. 
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（第５条）とされていた42。裁判体に関しては、４人の高等判事 grands juges と２４人の高等陪審員 hautes 










                                                                                                                                                                                  
責任を負い、かかる行為は通常裁判所によって訴追され裁判され得る。」（アランソン Alençon のバイヤージ
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身の行状に関して責任を負い、当該事案のために権限を付与された司法官によって告発され、当該事案の為に
設置された法廷に訴追される。」（グレイ Gray のバイヤージュの第三階級、AP, 1re série, t. I, p.778.）「（大
臣が）公金横領 malversation で告訴された場合、三部会によって指名され、組織される法廷によって裁判さ




然るべき法廷に訴追されること。」（リムーLimoux のセネショセの貴族、AP, 1re série, t.III, p.578.） 
38 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements, avis du Conseil d’Etat, 
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séance du 5 mars 1791, pp.677-679. 
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XXIII, séance du 8 févr. 1791, pp.45-50. ; AP, 1re série, t. XXIV, séance du 31 mars 1791, pp.480-482 ; AP, 
1re série, t. XXV, séance du 10 mai 1791,pp.714-715. 
42 AP, 1re série, t. XXV, séance du 10 mai 1791, p.714. 
43 これらに関しては、デクレ第１、２、１１～１３条が規定する。AP, 1re série, t. XXV, séance du 10 mai 1791, 
p.714. 






























い。」という規定により確認されていた。先行するデクレを受けつつ、高等院 Haute Cour 制度を規定するこ





                                                                                                                                                                                  
う関係が形成されていた訳ではない。 
46 AP, 1re série, t. XX, séance du 25 oct. 1790, p.27. 
47 特別裁判所概念に関しては、滝沢正「フランスの特別裁判所」『法の支配』（第 139 号、2005 年）21 頁を
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大臣に対して宣告され得る損害賠償と刑罰に関しては、刑法典によって規定される。」AP, 1re série, t.XXV, 
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 第２款 政治責任という概念に対する自覚的な排除 
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マー卿 Lord Latimar に対して為された例を嚆矢76として、イギリスにおけるインピーチメントは議会による
刑事手続として建前を取りながら、実体は紛れもない政治的な責任追及として機能していた。国家元首である
国王の政策を攻撃するための手法として、間接的に大臣を追及するという企図に出ていたという点において77、
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れた長々しい請願の対象の一つであった。」と指摘している。Paul Bastid, Les grands procès politique de 
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81 小栗・前掲論文１３５頁。 
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い制度を、しかも外国から借りてくるという形で採用する方法は否定されている。佐藤功は P. W. Bluck と
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ト事件 l’Affaire de Brest145」すなわち、ブレスト港における艦隊の不服従とそれに伴う騒擾に際して、１７９
０年１０月１９日、２０日の憲法制定国民議会において、政治責任の動態が新生面を示すこととなった。外務、
拓務、陸軍及び海軍の各委員会の名で、ムヌウ Menou は国民議会に対して報告を行い、その中で、同事件に
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おけるデュポン・ド・ヌムール Dupont de Nemours の演説は、この様な視座を全くよく示している。「議会
は彼らが罪を犯したときに彼らを『罰する faire punir』権限を留保する。しかし、彼らに対する如何なる正
式の告発も為されていないときに彼らを罷免する権限に就いては、そうではない。国民議会は彼らの『身柄
leurs têtes』を求めるのであって、彼らの『職務 leurs places』を求めるのではない。152」と。 
奉答案支持者たちは、逆に、国務評定官に対する立法府の監督義務を示唆して再反論する。アレクサンドル・
ド・ボーアルネ Alexandre de Beauharnais は明言する。「我々に付与された権限によって、我々は、憲法を
作り、諸権力を組織し、諸権力を分割し、諸権力に限界を与える権限を持っているのみならず、政府のこれこ
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モレヴィル Bertrand de Molleville に対して為された責任追及において、勅語奉答の弱点が顕在化することと
なった。実際、議会の圧力に屈すると云う如何なる法的な義務も、王権に対して科されなかったからである。
常に国王は、議会の意思に対して抵抗することが出来、奉答の対象となっている大臣を職務に留め置くことが
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ている。立法議会はこのマニューバを、外相ワルデック・ドゥレサール Valdec Delessart に対して初めて使
用した。大臣の罷免を得るに至ったことで、議員たちは実効性に優れた武器を手に入れた208。 
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ヌ伯Ｌe comte de Narbonne を除く大臣連全員を筆頭にする和平派が反目していた215。遂に海相ベルトラン・
ド・モレヴィルが、左翼によって「ブリソ派と左翼全てにとっての公然たる敵 l’ennemi juré de Brissot et de 
toute la gauche216」として糾弾されるに至った。奉答の中で槍玉に上げられたモレヴィル海相は、議会におい
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act ではなく行状 conduite を攻撃する。作為ではなく、懈怠あるいは不作為を追及するのである。ドゥレサー
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268 Pièce no10, trouvée dans l’armoire de fer, écrite de la main de Sainte-Foy, AP, 1re série, t. LIV, séance 
du 7 déc. 1792, p.436. 
269 モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書５９頁。 


































                                                     






274 AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 10 mars 1792, p.550. 
275 AP, 1re série, t. XXIII, séance du 8 févr. 1791, pp.45-50, pp.677-679. 
276 「犯罪 infraction の概念は斯くも定義に欠け、斯くも融通無碍であったが為に、如何なる大臣の如何なる

















会議政体 régime d’Assemblée が採られたこと、対して総裁政府期においては諸権力主体－諸権力作用間の絶
対的分立が企図され、以て執行権の一定程度における復権が企図されていたこととを考え合わせれば、統治の
組織化の点において両期の対照的性格は確かに存在していよう。 














                                                     
277 辻村みよ子「「フランス革命における１７９３年憲法の研究」序説（一）」『一橋研究』（第１巻第３号）
９６頁。 
278 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire, op. cit., p.283. 
279 大臣たちは「真正の権力と考えるべきではない」、執行評議会は「意欲するべきではない。」（コンドル
セ）Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIII, séance du 15 févr. 1793, p.590. 
280 杉原泰雄『国民主権の研究－フランス革命における国民主権の成立と構造』（岩波書店、1971 年）278～
289 頁。 
281 同上、279 頁。 






















                                                     
283 モーリス・デュヴェルジェ（時本訳）・前掲書５１頁。 
284 ジロンド派による憲法草案と採択された条項に関しては、La Révolution française, Revue d’histoire 
moderne et contemporaine, janv.-juin 1898, t. 34, p.503. において参照されている。 
285 A. Aulard, Le gouvernement révolutionnaire, La Révolution française, Revue d’histoire moderne et 
contemporaine, Société de l’histoire de la Révolution, 1899, p.485. 
286 国民公会は、革命暦 2 年ヴァンデミエール 19 日（1793 年 10 月 10 日）デクレで、平和が到来するまでの
「フランスにおける臨時の革命的統治 le gouvernement provisoire de la France révolutionnaire」を宣言し
た。Procès-verbal de la Constitution nationale, t. XXII, p.210 ; P. Mautouchet, Le Gouvernement 





疎通は連絡文書によって行っていた。」P. Bastid, Les grands procès politique de l’histoire, op. cit., p. 156. 




によって更迭されうるものとしての公安委員会は、総会 assembléée générale で議論され得ないような二次的
な重要性を持つ問題については全て、その任務の対象とする。」Conv. nat., AP, 1re série. t. LXXXVII, séance 
du 12 germinal an II, no 59, p.697. ; クートン Couthon も同様に表現している。「国民公会が放射するもの、
これは国民公会によって存在しているのであり、国民公会がなければ無同然である。」Conv. nat., AP, 1re série, 
t. XCI, séance du 24 prairial an II, p.545. 
290 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire. op. cit., p.283. 
291 これに関してはとりわけ、M. Deslandres, op. cit., pp.292-293. ドヌーに関してはとりわけ、A. Dauteribes, 
Daunou et le modèle du régime représentatif, in G. Conac et J.-P. Machelon (dir.), La Constitution de l’an 
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よりも寧ろ、階層的権力 pouvoir hiérarchique の発露と見るべきものであった。 
 



















                                                                                                                                                                                  





分派情勢の中で大きな影響力を行使していた。」L.-M. de La Revellière -Lépeaux, Mémoires de la 
Revellière-Lépeaux, suivis de piéces justificatives et de correspondances inédites, Plon, 1895, t. I, p.235.  
293 P. Bastid, Le régime d’Assemblée, Editions Cujas, 1956, p.306. 
294  １７９２年８月１０日デクレについては、要録、P. Mautouchet, op. cit., p.141。 
295 Ibid., pp.144-145. 
296 制憲委員会の構成員は、殆どジロンド派人によって占められていた。A. Mathiez, La Constitution de 1793, 
AHRF, 1928, t. V, pp.497-498 ; P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., p.307 ; J. Godechot, Les 
institutions de la France sous la Révolution et l’Empire, 3e éd., PUF, 1985, p.276. 
297 ジロンド派草案第５編第１節第１章；「共和国執行評議会は７名の閣僚と１名の書記官によって構成され
る。」第３６条；「評議会は閣僚によって代わる代わる主宰され、総理 président は１５日ごとに交代する。」 
298 ジロンド派草案第３編第２章『執行評議会の選出方式について』第１条から第２２条まで。 









れる場合、議会は、草案第２５条に従って、三日の期限のうちに「大臣不適格事由を陳述する書状 un acte 








                                                                                                                                                                                  
dans la Constitution de 1793, in J. Bart, J.-J. Clère, Cl. Courvoisier et M. Verpeaux, La Constitution du 24 








302 このような点を指摘するものとして、M. Troper, Saint-Just et le problème du pouvoir exécutif dans le 
discours du 24 avril 1793, AHRF  janv.-mars. 1968, no 191, p.7. 実際、議会では大臣弾劾事由の不確定性が、
執行権の立法権に対する際限ない従属を招来することになってしまうのではないかと危惧する声も存在して







306 ジロンド派草案第５編第１章第２６条「国民陪審のみ un seul jury national が一週間以内に召喚される。
国民陪審員は次いで、罷免とするのに理由ありやなしや、不適格事由に関して宣言する。国民陪審員による宣
言の後、法廷は評議会構成員の罷免あるいは当該構成員の職務への復帰を宣言する。」 
307 ジロンド派草案第１０章第２節第２条「国民陪審 jury national の名簿は各県３名ずつの陪審員 juré と、
同数の補欠者によって構成される。」第３条「陪審員、補欠とも、選挙のために規定された方式に従って、各
県の第一次集会によって選出される。」 
308 M. Troper, Saint-Just et problème du pouvoir exécutif dans le discours du 24 avril 1793, op. cit.,., p.7. 
このような選出方式に関してのみならず、トロペールは次のような省察も加えている。「立法府が罷免しか要
求しない限りでは、そこには起訴陪審 jury d’accusation は存在しないのである。」ibid., p.8. この点に関して
は、第４条（第１０編第５節）が「国民陪審は起訴陪審と判決陪審とに分かれる。」と規定し、第５条が「共
和国執行評議会の構成員の単なる罷免について宣告することのみが問題となっている場合は、国民陪審 un 
seul jury nationale のみが組織される。」と規定している。 





































311 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire, op. cit., p.156. 
312 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIII, séance du 15 févr. 1793, p.590. 
313 Ibid. 
314 Ibid., p.591. 
315「、、、議会とはいうものの、その肩書とは異なって、彼らの活動は立法に留まらなかった。議会は行政も
統治も為したのである。 、、、にもかかわらず、立法府に向かい合って、執行府が存在していた。 、、、














して、1793 年 5 月～6 月の各県の蜂起によって、ジロンド派は追放され、モンタニャールが実権を掌握する。 
 １７９３年５月末に公安委員会に組織された新たな制憲委員会はエロー・ド・セシェルやサン＝ジュストと




モンタニャールによる権力掌握に先立ってサン＝ジュストは、ジロンド派の大臣公選制 élection populaire des 
ministres の構想を国民代表たる立法権と執行権を混同する企みであると批判していたし324、ボワシー・ダン
                                                                                                                                                                                  
けられたとしても、執行評議会がこれら法律およびデクレの規定に関して、修正したり、拡張したり、解釈し
たりするのは明確に禁止されていた。つまり、執行評議会は自律的な権力は何等有していなかったのである。」
P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., pp.311-312. ラフェリエールによれば「ジロンド派の草案におい
ては、権力の分立というイデーは拒絶されている。 、、、執行機関は立法機関による決定の単なる執行吏に
過ぎない。」J. Laferrière, op. cit., p.88 ; ミシェル・トロペールは次のように考察する。「１７９１年当時と
同様に、彼らは立法府と執行府との間で生じる政治的不合意への問題意識を持ち得なかった。何故なら、執行
作用は本質的に立法作用に従属するからである。」M. Troper, Responsabilité politique et fonction 
gouvernementale, O. Beaud et J.-M. Blanquer (dir.), op. cit., p.35. 
316 ロベスピエールの演説に関しては、Conv. nat., AP, 1re série, t. LXVIII, séance du 24 avr. 1793, pp. 
197-200 ; サン＝ジュストの演説に関しては、Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIII, séance du 24 avr. 1793, 
pp.200-215. 
317 この点に関しては、M. Troper, Saint-Just et le problème du pouvoir exécutif dans le discours du 24 avril 
1793, op. cit.,., pp.6-7. 
318 A. Aulard, Histoire politique de la Révolution française., op. cit., p.292. 
319 A. Aulard, Histoire politique de la Révolution française., op. cit., p.297, note2. 
320 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXVI, séance du 10 juin 1793, pp.256-264. 
321 1793 年憲法におけるかかる評価・同憲法に対する基本的性格規定と分析視角に関しては、辻村みよ子『フ






と個人を、政府それ自体から擁護することにある。」（ロベスピエール）Conv. nat., AP, 1re série, t. LXIV, 
séance du 10 mai 1793, p.429. 






前提とする「責任」性の顕れとして読み解くことは出来ない327。1793 年憲法第６８条では内閣 un cabinet 
minitériel の形成が明文で（「これらの官吏は何等評議会 conseil を形成しない。彼らは分離され、互いに直
















consignés dans le registre qui sera tenu par le secrétaire アレテによって行動する権利が評議会に付与され







327 「権力分立に代えて、（ジャコバンたちは）作用の階層性 hiérarchie des fonctions という創意工夫に富ん
だ概念を用いたのである。行政権に属する官吏は執行評議会に厳密に従属し、執行評議会は立法府に厳密に従
属する。立法府はと言えば、普通選挙に厳密に従属するという訳である。裁判官は法律に厳密に従属し、法律
を通じて自らを選出した人民に対して従属するという訳である。」A. Decencière-Ferrandière, La 
Constitution française de 1793, Mélanges à A. Decencière-Ferrandière, Pedone, 1940, p.56. 




















国民公会は政治警察である保安委員会 Comité de surêté générale を創設していたが336、１７９３年１月１日
のデクレによって、総防衛委員会 Comité de défense général を創設されている337。しかし、１７９３年 4 月













                                                                                                                                                                                  
体的 physique」責任に二分している。彼は前者を遠からぬ将来において定められる一時点 des époques 
déterminées et assez rapprochées における説明義務とし、後者は前者の責任の実効性を担保するための刑事
的被制裁義務としている。その上で彼は、後者の「実体的」責任こそが「自由の最も確実な庇護者」として性
格付け、制度的次元に取り込むのである。Conv. nat., AP, 1re série, t. LXVI, séance du 10 mai 1793, p.431. 
334 M. Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, op. cit., p.186. 
335 １７９３年８月に「パリは飢饉に喘ぎ、不安定な状態にあった。『恐怖政治 Terreur』という言葉が、一
つの臨時的なシステムとしての統治手法を指し示すために使われたのは、この時であった。」A. Aulard, Le 
gouvernement révolutionnaire, op. cit.,., p.513. 






言を拒むことは出来ない。」Procès-verbal de la Convention nationale, t. V, p.10 
338 G. Burdeau, Droit constitutionnel et institutions politiques, 18e éd., 1977, p.326. ; 宮沢俊義「議院内閣
制のイギリス型とフランス型」『憲法と政治制度』（岩波書店、１９６８年）６６～６７頁。 
339 A. Aulard, Le gouvernement révolutionnaire, op. cit.,., pp.482-492 et Histoire politique de la 
Révolution française, op. cit., pp.334-336. 
340 B. Mirkine-Guetzévitch, Les problème constitutionnels de la Révolution française, op. cit., pp.53-66 ; 
Le parlementarisme sous la Convention nationale, RDP. 1935, pp.671-700. 後者の論文に関しては、山本
浩三訳「国民公会の下における議院内閣制－１―」『同志社法学』（第 14 巻第 1 号、1962 年）96～102 頁、
「国民公会の下における議院内閣制－２－」『同志社法学』（第 14 巻第 2 号、1962 年）138～145 頁、「国


























                                                     
341 A. Aulard, Le gouvernement révolutionnaire, op. cit., p.483. 
342 Ibid., p.490. 
343 B. Mirkine-Guetzévitch, Le parlementarisme sous la Convention nationale, RDP. 1935, p.680. 
344 「この革命的議院内閣制 Ce parlementarisme révolutionnaire は国民公会下、テルミドール９日まで機能





責任を負っていた。」B. Mirkine-Guetzévitch, Le parlementarisme sous la Convention nationale, op. cit., 
1935, p.685. 
346 Ibid., p.690. 
347「例えば、１７９３年におけるダントンの非―再選は、彼の外政における失敗を最早許容できなくなった議
会の側からする彼に対する真正の不信任であったということができる。」B. Mirkine-Gutzévitch, Le 
parlementarisme sous la Convention nationale, op. cit., p.690.テルミドール９日の劇的事件に関しても、「こ
の出来事に関して飽くまでも『憲法の技術 technique constitutionnelle』の視座のみから検討すれば、この出
来事の中に、国民公会による不信任議決を見出しうる。」ibid., p.685. なお、同旨、A. Aulard, Le gouvernement 
révolutionnaire, op. cit., p.491.  
348 Ibid. 
349 Conv. nat., AP, 1re série, t. LX, séance du 11 mars 1793, p.90 ; 「内閣の機能を損なうことには承知でき
ない。 、、、私は、諸君が大臣として権限を行使する必要性について語っているのだ。」ibid., p.91. 





















                                                     
351革命暦２年ヴァンデミエール１９日のデクレ第２条；「臨時執行評議会、大臣、将軍、国家機関 corps 
constitués は公安委員会の監視の下に置かれる。公安委員会は国民公会に対して毎週報告を行う。」
Procés-verbal de la Convention national, t. XXII, p.210., P. Mautouchet, op. cit., p.201. 
352 P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., p.190. 
353 例えば、M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire, op. cit., p.269. 
354 J.-B. Duvergier, op. cit., t. VI, p.391. 
355 公安委員会を設立する１７９３年４月６日の国民公会のデクレ第１条；「国民公会の９名の構成員によっ
て構成される公安委員会は点呼 appel nominal によって組織される。」P. Mautouchet, op. cit., p.173. 
356 「国民公会にとっては、国民公会は派遣議員としてのみ振る舞うというのは承知済みのことであった。何
故なら、政治の実際において実権を握っているのは国民公会だからである。」A. Laquièze, Les origines du 
régime parlementaire en France (1814-1848), PUF, 2002, p.27. 
「国民公会側から見れば、公安委員会というのは出先機関に過ぎなかった。」R. Villers, La Convention 
pratiqua-t-elle le gouvernemenat parlementaire ?, RDP, 1951, p.384.  
357 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France , op. cit., p.28. 
358 カミーユ・デムーランによる公安委員会批判に端を発する（Conv. nat., AP, 1re série, t. LXVIII, séance du 
10 juill, 1793, p.513.）ダントン失脚劇は、ジロンド派との政治闘争の手緩さを指摘するもので、責任事由そ
れ自体はすぐれて政治的なものであり、刑事的な責任追及の形をとっていた訳ではなかった。A. Mathiez, Les 
divisions de la Montagne, la chute de Danton, AHRF 1913, pp.230-231.  
359 Conv. nat. AP, 1re série, t. LXVIII, séance du 10 juill. 1793, p.521.この後、一部メンバーの辞職によって、
１７９４年７月２７日にロベスピエールが加わった。 
360 R. Villers, op. cit., p.386. : この点に関しては、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en 
France, op. cit., p.29. 
361 テルミドール９日の事件に関しては、A.-Cl. Thibaudeau, Mémoires sur la Convention et le Directoire, 
1re éd., complète comportant les modifications et compléments apportés par l’auteur après 1830, 
Niort,1875, pp.103-128 ; M. Deslandres, op. cit., pp.246-247. 
362 国民公会におけるロベスピエールへの攻撃に関しては、Conv. nat., AP, 1re série, t. XCIII, séance du 8 








れは政府 gouvernement である。 、、、政府とは、過誤と侵犯の体系化である366」と述べていたように、時
代の指導精神として、執行権への猜疑心が支配していたことを前提に置かなくてはならない。革命暦２年ヴァ
ンデミエールとフリメールのデクレは公安委員会は強力な執行機関化したと見てよいが、しかし、「統治委員


















                                                     
363 A.-Cl. Thibaudeau, op. cit., p.104. 
364「国民公会は公安委員会の欠員を補うため、タリアン、ブレアール Bréard、チュリオ、ラロワ Laloy、エ
シャセリュー・エネ Echassériaux aîné を充てる、、」A.-Cl. Thibaudeau, op. cit., p.122. 




報告。P. Mautouchet, op. cit., p.197. 
367 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXXX, séance du 9 frimaire an II (29 nov. 1793), p.360. 
368 Conv. nat., AP, 1re série, t. LXX, séance du 1re août 1793, p.105. 
369 Ibid., pp.104-107. 
370 従って、いまだ政治的文脈における責任原理と権力原理の呼応関係に関しては自覚されていない。 























    第２款 総裁政府 
                                                     
374 J. Boudon, Les Jacobins, Une traductions des idées de Jean-Jacques Rousseau, thèse Panthéon-Assas 
(Paris II), 2002, LGDJ, p.508. 
375 A. Aulard, Le gouvernement révolutionnaire, op. cit., p.485. ; P. Bastid, Le régime d’Assemblée, op. cit., 
p.311. 
376 呼称には揺れがある。「gouvernemnt d’Assemblée（会議政体・議会統治制）」「régime conventionnel
（国民公会制）」「régime directorial（総裁政府制）」など。A. Le Pillouer, La notion de ‘régime d’Assemblée’ 






のなのである。」B. Chantebout, Le régime parlementaire moniste, gouvernement d’Assemblée, Le pouvoir. 
Mélange offerts à G. Burdeau, LGDJ, 1977, p.43. 
378 「会議政体では全ての権限が選挙によって選ばれた議会に付与され、そして議会は付与された権限を自ら
から選出され、容易に罷免され得る委員会に委任する。」「真に確かな例と言えるのは国民公会制（１７９２
－１７９５）である、、、」P. Pactet et F. Mélin-Souscramanien, Droit constitutionnel, 37e éd., Sirey, 2018, 
p.140. 同旨、Cl. Leclerq, Droit constitutionnel et institutions politiques, 10e éd., Litec, 1999, pp.371-373. 




年テルミドール９日にロベスピエールが取り除かれたような出来事が生じた訳である。」P. Pactet et 
F.Mélin-Soucramanien, op. cit., p.287. ; F. Hamon et M. Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., 
LGDJ-Lextenso, 2009, p.98, ; D. Turpin, Droit constitutionnel, 1re éd., PUF, 2003, p.269. 
380 革命暦２年テルミドール９日から革命暦４年ブリュメール４日までの機関に関しては、A. Aulard, 
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検察官 accusateurs nationaux２名と、県の選挙人集会 les assemblées électorales départementales の中から















                                                     
430 M. Troper, Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. cit., p.50. 




433 M. Troper, Terminer la Révolution. La Constitution de 1795, op. cit., p.137, et La séparation des 
pouvoirs dans la Constitution de l’an III, op. cit., p.60. 
434 M. Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, op. cit., pp.86-92 et 
Terminer La Révolution. La Constitution de 1795, op. cit., pp.136-139 ; M. Morabito, op. cit., pp.140-141. 





































                                                     
438 トレイラル追放後、立法府との対立を深めていた総裁衆の中で、レベリエール＝レポーは、実力発動も辞
さないという強硬な立場を採っていたが、十分な人望を勝ち得ることができなかった彼は、結局政治的敗北を
喫した。この事件に関しては、A. Meynier, op. cit., pp.111-230 ; M. Troper, La séparation des pouvoirs et 
l’histoire constitutionnelle française, op. cit., pp.89-91 ; M. Morabito, op. cit., p.147. 
彼のパーソナルに関しては、桑原武夫編・前掲書６７０頁。 
439 L.-M. de la Revellière-Lépeaux, op. cit., t. I, p.237. 
440 G. de Staël, Des circonstances actuelles qui peuvent terminer la Révolution et des principes que 
doivent fonder la République en France, op. cit., 1979, p.179 
441 Ibid., p.180. 
442 Ibid., p.186. 
443 H. Grange, Necker, Madame de Staël et la Constitution de l’an III, in Approches des Lumières, 





























                                                     
444 M. Morabito, op. cit., p.140. 
445 １７９５年の憲法第２６５条；「立法府自身の構成員に対してであれ、総裁政府の構成員に対してであれ、
立法府によって承認された訴追に対して裁判を行うのは高等院である。」 
446 Conv. nat., Gazette nationale ou Le Moniteur universel, 26 fructidor an III ( 12 sept. 1795 ), no 356, 
séance du 23 fructidor an III ( 9 sept. 1795 ), p.1426. 
447 J.-P. Machelon, la Constitution du 5 fructidor an III ( 22 août 1795 ) : Archaïsme ou modernnité ?, in G. 
Conac et J.-P. Machelon, op. cit., p.33. 
448 M. Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire, op. cit., p.297.；全く同旨の主張を M. Troper, 
Responsabilité politique et fonction gouvernementale, op. cit.,p.50.が行っている。 
449「行政の細部に関しては、その（＝総裁政府の）命令に基づき総裁政府により指名され罷免される大臣に付
託されることになる。我々はこれら大臣について総合的官吏という名称を与え、その人数は６名としようと考
えている。」Conv. nat., Gazette nationale ou Le Moniteur universel, 26 fructidor an III ( 12 sept. 1795 ), no 
356, séance du 23 fructidor an III ( 9 sept. 1795 ), p.1426. 
450 Conv. nat., Gazette national ou Le Moniteur universel, 4 fructidor an III ( 21 août 1795 ), no 334, 
séance du 28 thermidor an III ( 15 août 1795 ), p. 1344. 
451 J. Laferrière, op. cit., p.114. 















































































                                                     
1 J.-P. Machelon, La place de la Charte de 1814 dans l’évolution constitutionnelle de la France moderne, 
Cahier de la nouvelle société des Etudes sur la Restauration,2003, no 2, p.19. 




 第１節 １８１４年憲章における政治責任原理の自覚的否認とその文脈 
 
 １８１４年から１８１５年にかけての２年間は、憲法的文書の宝庫である。１８１４年４月６日の元





























                                                     
3 帝国憲法附加法について、ポール・バスティドは、その法文は「憲章と同じ思潮の中で書かれたもの」とみ




Delattre, Projet d’acte constitutionnel présenté par la commission centrale de la Chambre des 











ロヴァンス伯ルイ＝スタニスラス＝クザヴィエ Le Comte de Provence, Louis-Stanislaw-Xavierを王位
に招請した。翌日、元老院は数名の議員によって起草された憲法を全会一致で議決し、同法文は立法院
Corps législatifによっても全会一致で承認された5。制憲者は、確かに世襲の君主制を再興したが、し










条の一ヶ条に過ぎない。しかし、「国王の一身は神聖かつ不可侵である、すべての統治のアクト tous les 
actes du gouvernementaux は一人の大臣によって署名される sont signés par un ministre。法律、公






Constitution sénatoriale ( avril 1814), J. Tulard (dir.), Dictionnaire Napoléon, nouvelle édition revue et 
augmentée, Fayard, 1987, vol. I, p.530. 
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に関しては、J. de Soto, La Constitution sénatoriale du 6 avril 1814, RIHPC 1953, pp.268-304. 
6「これは制憲者たちがブルボン家に対して為した愛ある行為ではない。何故なら、そこでの法文は厳密なも
のであり、踰越することは難しく、国王の行為は最良のものとはならないまでも、少なくとも最小の悪であり、




9 S. Rials, op. cit., p.531. 









 第２１条は「すべての統治のアクトは tous les actes du gouvernement」一人の大臣によって署名さ
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閣制という方向において解釈してみるのは難しいと言わなければならない。 、、、大臣責任は不適法という
概念の類縁概念として形成された。つまり刑事責任である、、、」M. Morabito, Histoire constitutionnelle de 
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分掌されると規定していた20。二院制が維持され、一方では勅任の貴族院 Chambre des pairsを、他方で










ついて Des ministres」そして「責任について de la responsabilité」と題された第４章は、１３の条




















24 S. Rials, Acte additionnel, in J. Tulard (dir.), op. cit., p.36. 
25 帝国憲法附加法第１章第２１条；「皇帝は代議院を延会させ、延期させ、解散することが出来る。代議院の
解散を告げる宣言は新たな選挙の為に選挙人 collèges électoraux を招集させ、遅くとも６か月以内には代議員
たちが集会することを示す。」 
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33 革命暦８年フリメール２２日（１７９９年１２月１３日）憲法第４章第５５条。 
34 F. Perrin, De la responsabilité pénale du Chef de l’Etat et des ministres en France depuis la chute de 
l’Ancien Régime jusqu’à nos jours, thèse Grenoble, imprimerie Allier frères, 1900, pp.15-16 ; D. Alland et 
S. Rials (dir.), Dictionnaire de la culture juridique, 1re éd., PUF, p.285 ; J.-P. Timbal, Le contreseing 
















コンスタンは調整権 pouvoir modérateurないし中立権 pouvoir neutre である41国家元首は解散権と執行
権者の罷免権とを享受すべき、と説いた。「執行権者の罷免は、並々ならぬものとみるべきだろう。何故
ならそれは全く真新しいものであるからだ。執行権の罷免という観念は、私が次のように付言したなら
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免について合意あるいは要請した後、立法院によって通常の形式で審議されたアクトによって、大臣を罷免す
る。立法院のデクレによって「裁判に付された mis en jugement」大臣は高等院によって「裁判される jugé」。
控訴も破毀申し立ても認められない。高等院は「判事 juges」と「陪審 jurés」によって構成される。判事は破
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いる。「政府の全ての行為 tous les actes du gouvernement」と「自身の省庁の全ての行為 tous les actes 
de leur ministère」に責任を負う大臣は、国王による全てのアクトに対して必ず副署しなくてはならな
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 如上の憲法案と並行して、代議院は「フランス人の権利とその憲法の基本的諸原理の宣言 Déclaration 
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 ルイ１８世は、１８１４年５月１８日、制憲準備委員会を立ち上げた79。３名の特任官僚 commissaires 
royaux、すなわち、ブーグノ伯 le comte Beugnot、フェラン伯 le comte Ferrand、そしてアベ・ド・モ
ンテスキューl’abbé de Montesquiou が、１８１４年憲章の主たる起草者となった80。ピエール・ロザン
ヴァロンは次のように強調している。「１８１４年憲章はフランス憲政史における決定的な反省
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て規定された上限を超えるものを意味する、と。」A. Beugnot, op. cit., vol. II, p.208. １８１４年憲章に関し
て、バンジャマン・コンスタンは、叛逆罪は「誤った戦争指導、誤った外政方針の決定、判事あるいは陪審の
独立性を破壊するような裁判制度の導入、その他国家に損害を与えうる全ての一般的措置を含む」と説いてい
る。涜職罪については、それは「公金の不正な使用を含意する」と。B. Constant, De la responsanilité des 
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制統治における内閣について Du ministère dans le gouvernement représentatif』は、政治責任が存在
するにあたって必要不可欠な諸要素について触れている115。国王の不可侵性と大臣の有責性の紐帯が重
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てのみ行われる場合もあり得る」と明確に述べている。ibid., p23. et p.25. 
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 大臣の刑事責任を定式化するための最初の法案はファレス Farez 議員によって提出された143。１８１
４年８月２３日、同議員は、憲章第５６条所定の反逆及び涜職の罪の罪刑法定、両院における訴追と裁
判の手続を規律する法案を提出した144。１８カ条からなるこの法案は、代議院理事部に送付され、検討
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を確立する必要がある。あるいはこれらの行為は明白な反逆あるいは権限濫用の罪状 trahison manifeste 
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    第１款の１、吏員 agent としての大臣、すなわち政治権力の不在 
 
 １８１４年から１８３０年までのフランスにおいて通用した憲法的文書は「憲章」、すなわち欽定の国
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このとき、代議院には四つの選択肢があった。すなわち、単なる議事日程のみ ordre des jours simple et 
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ウルトラの代議員であるセイスメゾン伯 le comte de Seismaisons が、百日天下における元郵政長官
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第 3章 七月王政期における大臣責任制の諸相 
 
第１節 新体制の冒頭を飾る政治的事件－シャルル１０世の元大臣衆の裁判－ 
 第１款 事実及び訴追とその理由付け 
 第２款 １８３０年１２月２１日高等院判決 
 
第２節 １８３０年憲章下での大臣責任の制度的諸相 
 第１款 憲章における刑事責任原則の維持 
 第２款 制度改革構想－道義的責任 responsabilité morale 観の支配 
 第３款 大臣責任法制の障害物としての国王特権と議会特権の抗争情況 
 
第３節 七月王政下での大臣責任の動態的諸相－その発現不能性－ 
 第１款 階層的権力関係―王権の優位 
 第２款 大臣質問と信任問題による技術突破 
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１１月２９日に貴族院予審委員会報告者として演壇に立ったバスタール伯 Le Comte de Bastard は、同
                                                     
17 Ibid., p.124. 
18 委員会報告者ベランジェは「訴追および召喚に関するこの権限は、議院が訴追について立証するために必要
な全ての行為を為す権限を有さなければ、そして、被告人を彼らが裁かれるべき高等法廷 haut tribunal に引
致する権限を有さなければ、空疎である。」と説いている。CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 18 août 1830, 
p.155. 
19 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 20 août 1830, pp.187-200. この議論に関しては、P. Bastid, op. cit., 
pp.175-177 ; P. Desmottes, op. cit., p.152-154. 
20 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 20 août 1830, p.200. 
21 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 23 sept. 1830, pp.643-653. 
22 P. Bastid, op cit., p.182. 










ー氏、カペル氏、モンベル氏を貴族院に送致する。」CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 28 sept. 1830, p.717. 
25 CP, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 1re oct. 1830, pp.749-753. アルシーヴ・パルルマンテールの第６５巻
はこの裁判の記録に宛てられている。同巻においては、特に、代議院委員会及び貴族院委員会によって行われ
た予審手続きと同様に、証言も拾遺されている。AP, 2e série, t. LXV, Ann. p.39-116 ; CP, AP, 2e série, t. LXV, 
séance du 30 nov. au 21 déc. 1830, pp. 116-289. 
26 同委員会はパスキエ Pasquier 男爵他３名より構成されていた。CP, AP, 2e série, t. LXV, séance du 29 nov. 
1830, p.12. 

















付与されることになる。「政治司法 la Justice politiqueは公法 droit publicにのみ依拠するものでは






judiciaire であるのみならず、必然的に立法的な性格 caractère législatif を有することとなる31、、、」
したがって、議会は、一つは法的次元における任務、いま一つは立法的次元における任務という、本来
異なった平面上に位置して交わることのない二つの権限を、同時に有するとされる。伯は、「諸君は、予









の様な「立法権」アプローチを全面的に否定する。「司法院 Cour de Justiceとして組織される以上、貴
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 第２節 １８３０年憲章下での大臣責任の制度的諸相 
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の法律が、罪について明記し、訴追の手続について規定する。」 
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「私はこの最後の文言、すなわち『国家の安全と et la Sûreté de l’Etat』を削除し、『全て大臣の責
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58 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 6 août 1830, p.57. 
59 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 7 août 1830, pp.61-81. 
60 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 7 août 1830, p.71 et p.74. 
61 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 7 août 1830, p.81. 
62 CP, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 7 août 1830, pp.81-89 ; séance royale, AP, 2e série, t. LXIII, séance 
du 9 août 1830, pp.89-93. 







































                                                                                                                                                                                  
Les institutions politiques de la monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ), Sirey, 1954, p.150 ; な
お、同時代人も次の様に証言している。「我々は国王を選ぶことなど全くしていない。我々は王権の側に一人
の君主を遇したのであり、彼こそが唯一、我々に我々の公法と革命とを保証することができたのである。」F. 
Guizot, Mémoires pour servir à l’histoire de mon temps, t. II : ( 1816-1830 ), La première Restauration, 2e 




66 この点に関しては特に、A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. 
cit., p.121 ; M. Morabito, op. cit, p.217 
67 F. Berriat Saint-Prix, op. cit., p.94. 
68 CD, AP, 2e série, t. LXIII, séance du 6 août 1830, p.53. 
69 CD, AP, 2e série, t. LXVIII, séance du 12 déc. 1832, p.232. 































                                                     






73 CD, Le Moniteur universel, 22 févr. 1848, no 53, séance du 21 févr. 1848, pp.480-481.この事件に関して
特に、Odilon Barrot, Mémoires posthumes de Odilon Barrot, avant – propos de P. Duvergier de Hauranne, 
Chapelier, 1875-1876, vol. I, pp.513-516 ; P. Desmottes, op. cit., pp.111-114 ; A. Laquièze, Les origines du 
régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., pp.316-317. 
74 Annales du Parlement français, t. X, Session 1848, cité par P. Desmottes, op. cit., pp.112-113. 

































                                                     
76 Annales du Parlement français, t. X, Session 1848, cité par P. Desmottes, op. cit., p.113. 
77 F. Berriat-Saint Prix, op. cit., p.333. 
78 P. Rossi, Cours de droit constitutionnel, recueilli par M.-A. Poiré, Librairie Guillaumin et Cie, 
1866-1867, t. IV, p.376.なお、ロッシの大臣責任論に関しては、時本・前掲書９７～１００頁。 
79 Ibid. 








































条は明快に「責任は、政治的、刑事的、民事的である la responsabilité est politique, criminelle ou 
                                                     
82 P. Bastid, Les institutions politiques de la monarchies parlementaire française ( 1814-1848 ), op. cit., 
pp.353-354. 
83 P. Rosanvallon, op. cit., p.155. 
84 Proposition de loi de M. Devaux sur la responsablité des ministres et des agents du pouvoir, CD, AP, 2e 
série, t. LXXVIII, séance du 4 déc. 1832, pp.97-102. 同法案に関する審議は、CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, 














される奉答 adresse au Roiとなり、かかる奉答によって「告発された一大臣あるいは諸大臣は国民の信
                                                     




と公平さが担保されるのである。」CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 4 déc. 1832, p.100 ; 刑事訴追に
関して、私人によって為される場合でも然りである。つまり、法案第１６条はじっさい、次のように規定して
いる。「代議院によって『訴追された』大臣によるアクト actes あるいは行為 faits によって損害を受けたと
考える私人は貴族院における訴訟に参加する intervenir ことが出来る。但し、かかる訴訟参加は貴族院が判決
する民事上の賠償か管轄権のある裁判官の下への当事者の移送という結論のみを目的とする。」CD, AP, 2e 
série, t. LXXVIII, séance du 3 déc. 1832, p.57. 強調は引用者。 
87 法案第１章第１節第１条；「大臣の政治責任は、大臣が参与したすべての政府行為について集団的かつ連帯
的なものである。大臣の政治責任は、大臣が自身に権限を付与された省庁において為した全ての統治行為に関
















は把握していないように見える。他方、同法案第８条は、かかる宣言は「告発された大臣あるいは諸大臣 le ou 
les ministres dénoncés」に対するもの、と規定しており、ibid.同議員は「議会による告発は、、、大臣ある
いは内閣の政治的な死亡へとつながるということである。」と示唆している。CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, 
séance du 4 déc. 1832, p.98. 
90 法案第１章第２節第７条；「前条第一文の規定に従う形で両院によって採択された全ての決議は、それぞれ
各院の名において、勅語奉答の際の型式において、国王に対して提示される。」CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, 









































































                                                     
98 CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 4 déc. 1832, p.99. 






102 CD, AP, 2e série, t. LXXVIII, séance du 12 déc. 1832, pp.232-238. 
103 「大臣責任は政治的、あるいは刑事的なものである。この二種の責任は、何れも公共の悪 mal public を治
癒することを目的としている点で、互いに似通っている。しかし、この二種の責任は、後者の責任が犯罪を行


























                                                     
107 法案第１章第１節第２条；「代議院は大臣を、叛逆罪、涜職罪、職務上の義務違反について訴追する。」















111 CD, AP, 2e série, t. LXXXII, séance du 20 avr. 1833, pp.753-773. 
112 バルト提出法案とは違って、委員会は大臣の民事責任についての規定を行っていた。そこでは、大臣の民
事責任は単に私人に対するものとしてのみならず、国家に対するものとしても規定されていた。この点に関し












































                                                     









118 委員会修正法案第１章第１節第５条から第８条までが規定している。ibid., p.764. 



























                                                     
120 Ibid., p.757. 
121 Ibid., p.762. 
122 CD, AP, 2e série, t. LXXXV, séance du 13 juin 1833, pp.70-71. 
123 CD, AP, 2e série, t. LXXXV, séance du 10 janv. 1834, pp.588-594. 
124 ibid., p.588. 








































                                                                                                                                                                                  
一人が、この法案について審議する責務を逃れることは出来ないということは認めて頂きたい。 、、、定義
づけられない責任というものが、如何なる限定もなされない責任と等々に危険であることは認めて頂きたい。」
CD, AP, 2e série, t. XCI, séance du 1re dc. 1834, p.95. 法案全文については、ibid., pp.95-101. 
129 Ibid., p.95. 
130 Ibid., pp.95-96 





133 Ibid., p.41 
134 大臣および公権力に属するその他の官吏の責任についての法案に対する審議録は、以下に搭載されている。
CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 16 mars 1835, pp.215-226, séance du 17 mars 1835, pp.235-254, 
séance du 18 mars 1835, pp.254-278, séance du 19 mars 1835, pp.327-351, séance du 20 mars 1835, 
pp.351-371, séance du 23 mars 1835, pp.413-429, séance du 24 mars 1835, pp.462-480, séance 26 mars 
1835, pp.513-518, séance du 27 mars 1835, pp.584-610 ; CD, AP, 2e série, t. XCIV, séance du 30 mars 1835, 

















                                                     




136 CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 19 mars 1835, pp.329-330. ペルシル法相も次のように主張してい
る。「真正の民事責任を規定しようとするならば、それを適切で公正な限界の中に置くことが必要である。か
かる責任が適切な事案にのみ適用されること、かかる責任を負う者の側で、軽罪と同視できるような重大なフ
ォートが存在する場合にのみ適用されることが必要である。」CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 18 mars 
1835, p.274 ; 「諸君、私は強調したい。委員会の提案するシステムは、真正で実効的な大臣責任を規定した
ものである。」CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 19 mars 1835, p.331 ; ギゾーは、次のように述べている。
「我々が、強固で、安定した、活動的な政府を望むのであれば、政府がその中から力を引き出すべき諸制度の
薄弱さ、一貫性の無さによって、絶えず政府をいらだたせるようなことがあってはならない。」ibid., p.334. 
137 CD, AP, 2e série, t. XCIII, séance du 20 mars 1835, p.363. 
138 私人による大臣への附帯私訴 action civile は規定こそされたものの、刑事訴追の必要的前置という条件が
付され、場合によっては貴族院が損害賠償を命じることが出来るように、代議院による事前の許可が必要であ
った。この点については貴族院に対して提示された代議院採択法案第２３条を参照のこと。CP, AP, 2e série, t. 
XCIX, séance du 26 janv. 1836, p.737. 
139 代議員３４６名の内、１８５名が法案の採択を支持し、１６１名が不支持に回った。CD, AP, 2e série, t. 
XCIV, séance du 2 avr. 1835, p.185.採択された法案について、CP, AP, 2e série, t. XCIX, séance du 26 janv. 
1836, pp.735-739.大臣及び公権力に属する官吏の責任に関する法案に関してペルシル法相が貴族院に送付し
た文書については、ibid., pp.734-739. 



































するに留めるべきと主張する149。モレ伯 le comte Molé の「大臣責任には二種類存在する。一つは道義
                                                                                                                                                                                  





底言えない。」CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 7 avr. 1836, p.533. 
145 Ibid., p.532. 
146 CD, AP, 2e série, t. CI, séance du 7 avr. 1836, p.532. 
147 CD, AP, 2e série, t. CI, séance du 12 avr. 1836, pp.630-644, séance du 13 avr. 1836, pp.700-714 ; CP, AP, 
2e série, t. CII, séance du 14 avr. 1836, pp.9-27, séance du 15 avr. 1836, pp.63-82, séance du 16 avr. 1836, 
pp.142-160, séance du 18 avr. 1836, pp.181-198, séance du 19 avr. 1836, pp.257-276, séance du 20 avr. 
1836, pp.315-319. 




































                                                                                                                                                                                  





負う状態をどのように確立できるというのか？」CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 13 avr. 1836, p.641. 
150 CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 12 avr. 1836, p.641. 
151 CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 12 avr. 1836, p.630. 
152 Ibid. 
153 委員会修正案第２条；「各大臣は自身が副署したアクトに対して責任を負う。－全ての大臣は自身が協働
した政府の措置に対して責任を負う。」CP, AP, 2e série, t. CI, séance du 13 avr. 1836, p.700. この条項は賛
成多数で可決された。ibid., p.701. 
154 貴族院で可決された法案については以下を参照のこと。CP, AP, 2e série, t. CII, séance du 20 avr. 1836, 
pp.320-322 ; CD, AP, 2e série, t. CVI, séance du 6 janv. 1837, pp.253-258. 
155 Ibid. 
156 CD, AP, 2e série, t. CX, séance du 27 avr. 1837, p.290. 報告に関しては、CD, AP, 2e série, t. CX, 3e ann, 






























の掌中に権力を置くということである161。」ド・サド de Sade議員も「議院内閣 ministère parlementaire」
という言葉を遣って、「、、、我々にとって、内閣は、その背後に議会多数派が控えて居なければ、何物で
もない、、、したがって、今日われわれは、共通の目的を有する。すなわち、かような議会特権を以て議




                                                                                                                                                                                  
F. Guizot, Histoire parlementaire de France : recueil complet des discours prononcés dans les chambres 
de 1819 à 1848, Michel Lévy frères, 1863-1864, p.183. 
158 ティエールによるこの著名な言い回しは１８３０年における、雑誌「ル・ナショナル」上に発表された諸
論稿において見出される。これらの諸論稿はRevue française d’histoire des idées politiques, 1re sem. 1997, no 





題である、、、」A. Laquièze, Adolphe Thiers, théoricien du régime parlementaire. Ses ariticles dans Le 
National en 1830, Revue française d’histoire des idées politiques, no 5, 1re sem. 1997, no 5, p.77 ; J. Robert, 
Les idées constitutionnelles de M. Thiers, RDP, 1994, pp.1599-1619. 
160 P. Rosanvallon, op. cit., p.157. 
161 CD, AP, 2e série, t. CXXIII, séance du 8 janv. 1839, p.128. 


























に対する憲法上の限界について Du Gouvernement du Roi, et des limites constitutionnelles de la 
prérogative parlementaire166』において、彼はコアリションの政論家たちをして「代表制の理論家
théoriciens représentatifs167」と呼び、彼らによる議会特権の主張を批判した168。フォンフレード理論







ここにこそ代表制統治が存在する！ここにこそ多数派による統治が存在する！」CD, AP, 2e série, t. CXXIII, 
séance du 19 janv. 1839, pp. 473-474. 
164 例えば、P. Duvergier de Hauranne, Des principes du gouvernement représentatif et de leur application, 






CD, AP, 2e série, t. CXXIII, séance du 8 janv. 1839, p.115. 
165 Ibid., p.464. 
166 H.Fonfrède, Du gouvernement du Roi, at des limites constitutionnelles de la prérogative 
parlementaire, in Oeuvres de Henri Fonfrède, recueillies et mises en ordres par Ch.-A. Campan, 














































院のほかには統治権は存在しなくなる。他の二つの政治機構 corps politiques は、民選議院が激発的に行動し
ないように、民選議院の跳躍を少しく鎮めるために、調整者として、統制者として、急場しのぎの衝立として
存在するのみである。」ibid., pp.58-59. 



























                                                                                                                                                                                  
習慣的な階層性が出来てくるのは疑う余地もない。しかし、この内閣総理は国王の代理人でしかない。国王自
身が姿を見せれば、忽ち顔色を失うのだ。」H. Fonfrède, op. cit., pp.107-108. 
172 「フランスの如き大国 une grande nation comme France は一体で、堅固で、揺るぎない、一個の嚮導が
その統治において存することを必要とする。三つの嚮導が同時に、矛盾し、変幻し、反目しあうようなことで
はなく。この様な理由から、政府には一人の長が必要である。すなわち国王である。」Ibid., pp.39-40.  
173 Ibid., pp.569-60. 
174 A. Pépin, op. cit., pp.59-60. 
175 ４２９名の代議員中、２２１名が賛成、２０８名が反対であった。CD, AP, 2e série, t. CXXIII, séance du 
19 janv. 1839, p.483. 
176 AP, 2e série, t. CXXIII, p.719. 
177 P. Rosanvallon, op. cit., p.161. 
178 デランドルは、１８４０年１０月２９日から１８４７年９月１９日までの期間を退嬰主 immmobilisme と
性格づける。M. Deslandres, op. cit., t. II, p.190. 
179 「１８４０年１０月２９日以降、外務省の長であったギゾーはスールト内閣の全くの中心的人物となった。
この内閣においては、ギゾーが大部分の大臣を指名していたのである、、、。 、、、野党からも与党からも、
あるいは国外からも、ギゾーこそが第一の大臣 le principal ministre であると認められていた。ギゾーが正式
に内閣総理に指名された１８４７年９月１９日の内閣改造は純粋に個人的・名目的なものであった。」B. Yvert, 
Premier ministres et présidents du Conseil. Histoire et dictionnaire raisonné des chefs du gouvernement 
en France ( 1815-2007 ), Editions Perrin, 2007, p.163. 
180 この点に関しては、F. Guizot, Mémoires pour servir à l’histoire de mon temps, op. cit., 1867, t. VIII, 
pp.27-30. 



































     第１款 階層的権力関係―王権の優位 
 
                                                     
182 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., p.275. 
183 F. Guizot, Mémoires pour servir à l’histoire de mon temps, op. cit., 1867, t. VIII, p.84. 
184 Ibid., pp.85-86. 
185 Cité par P. Bastid, Les institutions politiques de la monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ), 



























                                                     
186 Ibid., p.181. 








M. Deslandres, op. cit., t. II, p.241 ;A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France 







とは相容れないものであると考えつつ、嫌々ながら受け入れただけである。」R. Bonnard, La Présidence du 
Conseil, RDP, 1935, p.77. 
























                                                     
193 A.M. J.-J. Dupin, op. cit., t. I, p.242. 
194 「スールトはただ単に偉大な軍人であっただけである。政治経験は無かったし、雄弁を持っていた訳でも
なく、彼は両院を前にして内閣を代表することが出来なかった。」P. Bastid, Les institutions politiques de la 
monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ),op. cit., p.307.モルチエも「両院において自分の考えを伝え
ることのできない人物であった。心配げな視線を巡らせ、話し出せば口ごもる。」B. Yvert, op. cit., p.141. 
195 Ch.-H. Pouthas, Les ministères de Louis-Philippe, Revue d’histoire moderne et contemporaine, 
janv-mars, 1954,t. I., p.110. 




というものは、体制の議会制的な読み方 lecture parlementaire des institutions を意味しており、このことか
らは当然の帰結として強力な内閣総理が導出されたのである。彼はティエールの著名な公準『国王は君臨すれ




彼は何ら有していなかったからである。」Ch.-H. Pouthas, op. cit., p.122. 
198 A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), op. cit., p.263. 
199 佐藤功『君主制の研究 比較憲法的考察』（日本評論新社、１９５７年）１９７頁。M. Morabito, op. cit., 
pp.222-223. 





























                                                     
201 「１８３２年の時点において、我々の間にはその種の党は何一つ見出されなかった。我々の歴史における
如何なる伝統も、我々の社会の如何なる仕組みも、我々にそのような政党を与えるようなものではなかった」
F. Guizot, Mémoires pour servir à l’histoire de mon temps, op. cit., t. III, p.194. 
202 P. Bastid, Les institutions politiques de la monarchie parlementaire française ( 1814-1848 ),op. cit., 
p.339.  
203 １８４７年に、スールト＝ギゾー内閣において、幾人かの大臣が両院での少数派になった際に行われた内
閣改造の事例、P. Bastid, Les institutions politiques de la monarchie parlementaire française 
( 1814-1848 ),op. cit., p.339 ; A. Laquièze, Les origines du régime parlementaire en France ( 1814-1848 ), 
op. cit., p.378. 
204 F. Berriat Saint-Prix, op. cit., p.95. 
205 F. Berriat Saint-Prix, op. cit., pp.95-98.  
206 H. Fonfrède, op. cit., p.159. 
207 CD, AP, 2e série, t. CXXIII, séance du 10 janv. 1839, p.167. 
208 デュヴェルジエ・ド・オーランヌは次のように説いている。「三つの権力主体の同盟 l’union des trois 












強制する権限は無い。いずれの場合においても、決定的な立憲的決定が存在する il y a décision 
constitutionnelle définitive209。」そして、この「立憲的決定」によれば、権限争議が生じた場合の最
終的優位性は君権に置くとする210211。同じく君権擁護主義者であっても、ペパンの所論はより巧妙である。















de Hauranne, Des principes du gouvernement représentatif et de leur application, op. cit., p.19. ペパンも
次のように自問している。「一つの権力主体が他の二つの権力主体との、多かれ少なかれ激烈な闘争に訴える
日が来たら、一体何が起こるのであろうか？」「他の二権力主体の擬制の上で、一つの権力主体に議会の優位
性なるものを付与するのは重大な憲法のエラーune erreur constitutionnelle grave である。というのも、残る
二つの権力主体も等しく代表たる存在なのであり、さもなくば、立憲政体は存在することを已めるであろう。」
A. Pépin, op. cit., p.17 et p.19. 























（「内閣の更迭」「下院解散」権、すなわち中立的権力 un pouvoir neutre）に関して、先行体制からの連
続性は特に顕著に顕れていた215。立法権と執行権の争議の際に、自由裁量的主体性を国王に与える傾向
が、少なからず濃厚であったと言わなければならない216。とは言え、立法権と執行権の持続的緊張状態
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体の間において必要不可欠な調和を維持し、再建する権力。この様な権力が、規律正しい自由 une liberté 
régulière のためには必要なのである。法律を提案し、両院による決議への裁可を拒絶あるいは付与し、貴族
院議員を指名し、新たな貴族を創り出し、両院を招集し、延期し、解散し、大臣を指名し、更迭することで国
王のみが執り行える事柄というのが、かような権力に当たるのである。J.-D. Lanjuinais, Constitutions de la 
nation française, avec un essai de traité historique et politique sur la Charte, et un recueil de pièces 
corrélatives, Librairie contitutionnelle de Baudouin frères, 1819, t. I, p.198. 













る。政府に対する質問権 le droit de question au gouvernement とは明確に区別されるものとしての大





















は大臣質問 interpellation と質問 question を何ら区別しなかった。否、寧ろ、大臣質問という言葉はイギリ
スにおいても使われていたが、しかし、彼らは庶民院においては、フランス語に言う処の質問 question しか
知らなかったのである。」A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd., 


































し、重大な問題が存在していた。復古王政下において既に用いられていた政府質問 question au 
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 第１款 １８４８年憲法における執行権責任の一般的情況；「二重責任」の体制 
 第２款 大臣責任疎外の制度的・情況的諸要素 
 
第２節 第二帝政（１８５２～１８７０） 
 第１款 権威帝政；国家元首の権力と責任の個人化 








































































                                                     
4 モーリス・デュヴェルジェ（時本義昭訳）『フランス憲法史』（みすず書房、１９９５年）９８頁。 




































                                                     
7 Adhémar Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd, avant-propos D. 
Chagnollaud, Editions Panthéon-Assas, 2001, pp.228-229 
8 この点に関しては、P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, Hachette, 
1945, t. I, p.235 ; J. Cohen, La préparation de la Constitution de 1848 ( pouvoir législatif et exécutif ), 
thèse Paris, Jouve et Cie éditeurs, 1935, p.41 ; H. Berton, la Constitution de 1848, Annales de l’Ecole libre 
des sciences politiques, nov, 1897, t. XII, p.685 ; F. Luchaire, Naissance d’une Constitution : 1848, Fayard, 
1998, p.37 ; M. Morabito, Histoire constitutionnelle de la France ( de 1789 à nos jours ),15e éd, 
LGDJ-Lextenso, 2018, p.242 委員会構成員それぞれに対して言及するものとして、O. Barrot, Mémoires 
posthumes de Odilon Barrot, avant – propos de P. Duvergier de Hauranne, Chapelier, 1875-1876, vol. II, 
pp.323-331. 
9 この第一次憲法草案については、P. Bastid, Doctirines et institutions de la Seconde République, op. cit., t. 
I, Ann., pp.291-298. 
10 Ibid., p.294. 





















但し、裁判権 pouvoir judiciaire に関するマラースト報告の中で「共和主義的自由 la liberté 
républicaineにとって、責任が実在的なもの réelleであり、少しもわずらわしいものではなく、少しも
期待外れのものでない point tracassière, mais point décevante ことが必要である。そういう訳で、
我々の草案においては、国民議会が自身の構成員、大臣、そして共和国大統領を起訴することのできる





                                                     
12 P. Bastid, Doctirines et institutions de la Seconde République, op. cit., t. I, p.258. 
13 O. Barrot, op. cit., t. II, p.385. 
14 Cité in F. Luchaire, op. cit., Ann. II, p.208. 
15 Ass. nat., Le Moniteur universel, 31 août 1848, 3e suppl. au no 244, séance du 30 août, 1848, 
pp.2237-2239 (rapport), pp.2239-2240 (projet de Constitution). 
16 F. Luchaire, op. cit., Ann. II, p.208. 
17 Ibid., p.210. 
18 執行権に関する議論は、基本的には１８４８年１０月５日、６日の会議において行われている。如何なる議
員も、第６８条第１段の意味を詳らかにするような言及は為さなかった。Ass. nat., Le Moniteur universel, 6 
oct. 1848, no 280, séance du 5 oct. 1848, pp.2723-2728 ; Ass. nat., Le Moniteur universel, 7 oct. 1848, no 281, 




































                                                                                                                                                                                  
によって罷免されない、という事情は大臣にとっては当て嵌まらないのだろうか？制憲議会の如何なる構成員
も、憲法に対して、かかる問いに明晰な回答を与えるよう要請しなかったという事実は、驚くべきことである。」
F. Luchaire, op. cit., p.125. 
19 Ass. nat., Le Moniteur universel, 6 oct. 1848, no 280, séance du 5 oct. 1848, p.2724 ; A. de Tocqueville, 
Oeuvres complètes, t. III, vol. III : La pensée politique de Tocqueville sous la Seconde République, 
Gallimard, 1990, p. 213. 
20 Ass. nat., Le Moniteur universel, 6 oct. 1848, no 280, séance du 5 oct. 1848, p.2724 ; A. de Tocqueville, 
ibid., p.213. 
21 P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, p.130. 
22 Joseph-Barthélemy et P. Duez, Traité de droit constitutionnel, Editions Panthéon-Assas, 2004, p.177 
23 D. Turpin, Droit constitutionnel, 2e éd., PUF, 2007, p.429 
24 J.-J. Clère, Les travaux de la commission de Constitution, in La Constitution du 4 novembre 1848 ; 























                                                                                                                                                                                  
Verpeaux, Acte de Colloque de Dijon, 10-11 déc. 1998, le Centre d’Etude et de recherche politiques et 
l’AFDC, Dijon, 2000, p.108. 
25 「大臣が議会との間に有する関係は如何なるものだろうか？この本質的に重要な問題に関して、１８４８年
憲法は説明しない。同憲法は議院内閣制 gouvernement parlementaire に関するある程度の準則を確かに含ん
でいる。例えば、議会が大臣を議会の中から選出する可能性、大臣の議会への出席及び発言権である。これと
は逆に、同憲法に含まれている一定の要素は、議院内閣制の可能性を排除するもののように思われる。」J. 
Laferrière, op. cit., p.208 
26 「共和国大統領によって任免される大臣は、有責である。誰に対して有責であるかは、憲法の語るところで
はない。」Ch. Bidégaray et Cl. Emeri, La responsabilité politique, Dalloz, 1998, p.36.  
27 「憲法の法文を読んでみると、制憲準備作業、或いは憲法の起草に貢献した種々の言説、或いはかかる体制
を機能させていた諸言説、これらにおける躊躇いについて理解されることであろう。それ故、我々は憲法の中
に矛盾しか読み取ることが出来ない。」M. Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle 





Ph. Ségur, La responsabilité politique, 1re éd., PUF, coll. Que-sais je ?, no 3294, 1998, p.32.；「共和国大統
領と大臣の責任が絡み合わされたことによって、体制の仕組みは完成したと言えるが、しかし、多くの事柄に
関して、受け入れがたいほどの曖昧さが存置されていることが予期されるのである。」J.-J. Clère, Les travaux 
de la commission de Constitution, op.cit., p.107. 
29 M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 2e éd., Sirey, 1929, p.319. 
30 P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, p.107. 
31 J. Gicquel et J.-E. Gicquel, Droit constitutionnel et institutions politiques, 32e éd., LGDJ-Lextenso éd, 
















刑事責任に関しては、その訴追は国民議会の権限に属し、裁判は高等院 Haute Cour de Justice と呼ば
れる特別の裁判機関の権限に属する。共和国大統領の訴追と裁判の管轄に関しては、これ以外の方途を
憲法は認めない35。高等院は、共和国大統領あるいは大臣の刑事責任に関する特別裁判機関であり、高等




































によってサンクションするというのが、クレミュー提出法案の基本骨格である 39。また、禁固 un 
emprisonnement に処され得べき軽罪 délitsについて、大臣はその職務停止を俟って初めて訴追され得る
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改革に対して、真正の自由主義は、体制の崩壊前夜、殆ど臨終間際 in extremis に実現したに過ぎないのであ
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たと言った方が良いであろう。権威主義、そして自由主義は体制を大凡二つに区分する二つの段階を構成する
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 第１節 第三共和制憲法における大臣責任原理の政治化の過程及びその構成諸要素 
  第１款、１８７５年憲法的諸法律以前における国家元首有責原則 
  第２款、１８７５年憲法的諸法律－共和制の枠内における国家元首無答責制と大臣責任制の両立 
  第３款、１８７５年２月２５日憲法的法律第６条における大臣責任制における若干の問題 
  第４款、共和国大統領の地位及び機能の疎外化 
 第２節 第三共和制憲法における大臣責任原理の刑事的一側面 
  第１款、その制度－例外的責任原理として組織された刑事責任制およびその欠缺 
  第２款、その現実動態および理論動向－マルヴィ事件およびラウル・ペレ事件を中心に－ 
 第３節 第四共和制憲法における権力－責任諸制度 
  第１款、一元的議院内閣制 

























                                                     



























クトを見てみると、大臣の政治責任は閣僚評議会副議長 vice-président du Conseil と政府構成員全体
に対して科されてはいるものの、この責任は国家元首に対するものでしかなく、暫定的に延期すること
とされた両院に対するものではなかった7。このように実定法で規定されていたにもかかわらず、国家元
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で、すべての民事上の賠償 réparation civile、すべての罰金 amende を宣告することが出来、仮のものとして、
或いは終局的なものとして、以下の刑罰を適用することが出来る；政治的権利の剥奪 privation des droits 
politiques；フランスあるいは植民地における居住地拘束 mise en résidence surveillée en France ou aux 
colonies；行政拘束 internement administratif；監獄内での収監 détention dans une enceinte fortifiée。」 
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７１年８月３１日法律、またの名を「リヴェ法 loi Rivet」あるいは「リヴェ憲法 Constitution Rivet」
を採択し、執行府の二重の責任の原則を提示した21。つまり、執行権における責任主体を増やすことで、
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臣は国民議会に対して責任を負う。－共和国大統領のアクトは、すべて一人の大臣 un ministre によって副署
されなければならない。」ibid. 
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和国 république présidentielle の体制における、この危険な手練手管の裏をかくための唯一の方法は、
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国 République parlementaire において、国家元首は如何なる社会的力 force social も代表していなか
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た163。「解散は、政府責任と釣り合いを取るために理の当然の如く要求される存在 le contrepoids 
mathématique である。何れか片一方の要素が欠落するならば、均衡は破壊されるのである。それは議院
内閣制の否定である164。」「議院内閣制 régime parlementaireの均衡にとって、解散権は不可欠の要素で
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定の時間延長を為すという形の下で、共和国大統領に辞職を厳命するも同然のものであった。」CD, JORF, déb. 
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統領自身の書簡でも精神でもなく、その他の政府構成員に関する法律なのである。」Joseph-Barthélemy et P. 




されている訳ではない。共和国大統領はフランスの第一の代表者 le premier représentant de la France
である187。」と述べ、自身の信条を披露している。しかし、この様な彼の政治構想を、１９２４年５月の
総選挙で勝利した左翼カルテルは快く思わなかった。同総選挙の後、ミルランはカルテルの領袖であっ
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de coup d’Etat である。これはすなわち、愛国的見地からみた場合の反逆 trahison au point de vue 
patriotique よりも寧ろ憲法的諸制度 institutions constitutionellesに対する大反逆 haute trahison
である206。」とし、エスマンにおける国家反逆罪は「対内的見地からすれば、大統領がその諸権限を法律
或いは憲法の壊乱の為に濫用する場合に相当し、或いは大統領が重大なフォートによって、対外的関係
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関する幾つかの疑問を喚起する規定となっている。そもそも訴追 mise en accusationの権限には何が含
まれ、何処まで及ぶのか。第一の読み方。代議院は事案に関する価値判断を表明することのない「単な
る移送、或いは告発の機関 un simple organe de transmission ou de dénonciation212」であるのか。或
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学説からも226、それぞれ支持されていた。更に、以上のような理解は、パナマ事件 l’affaire de Panama
において判例法理として確認されている227。１８８６年、フレシネ Freycinet 内閣の公土木大臣であっ
たシャルル・バイオーCharles Baïhaut が、パナマ運河会社 Comapagnie universelle de Panama に宝く





セーヌ重罪院 Cour d’assises de la Seine に送致された。第三共和制を揺るがせた大汚職事件にして
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最初の三つの章を其 「々起訴 accusation」「訴追 poursuite」「刑罰 peine」に充てており、これに関して、
同法案の立法目的が１８７５年７月１６日憲法的法律第１２条最終項の規定に忠実に即したものである
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集計確認、官報 Journal officiel に登載される公判記録の要約を作成すること、評議部の要約議事録
compte rendu analytique des chambres du conseil を作成することなどである。元老院の執行吏 les 
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公判の大枠はその他の事件と変わらない。予備審理 une audience préliminaire では当該事件に関する
予審委員会 une commission chargée de l’instruction du dossierを任命することが出来た。「厳密な
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 ルイ・マルヴィ Louis Malvy、急進社会党所属の彼は第一次ドゥーメルグ内閣、第一次・第二次ヴィヴ
ィアニ内閣、第五次・第六次ブリアン内閣など、一貫して内相を務めたきたキャリアある政治家であっ
た。しかし、第一次世界大戦下、世論が右傾化し、政治生活を右派－タカ派が主導するようになるにつ
                                                     
248 この点に関しては、E. Pierre, op. cit., t.I, no 627, p.752. 





















領レイモン・ポワンカレがジャーナリストのレオン・ドーデ Léon Daudet から、マルヴィを祖国への反
逆の廉－マルヴィ内相は対独通謀者であり、大失敗に終わったシュマン・デ・ダム Chemin des dames 尾
根急襲作戦に関して、内相はドイツに軍事機密を渡していたという重大な責任者であるとの－で改めて
告発する書簡を受け取ったことで情勢はマルヴィにとって深刻なものとなる259。マルヴィに関する騒動
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無力化しようとしたのである。」P. Desmottes, op. cit., p.161. 
261 Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la mise en accusation..., 1re partie, op. cit., p.439. 
262 CD, JORF, déb. parl., 23 nov. 1917, séance du 22 nov. 1917, pp.3000-3002 ; CD, JORF, doc. parl., 
séance du 22 nov. 1917, Ann. no 3969, pp.1715-1716. 
263 CD, JORF, doc. parl., séance du 23 nov. 1917, Ann. no 3979, pp.1604-1605. 
264 この様子は、CD, JORF, déb. parl., 29 nov. 1917, séance du 28 nov. 1917, pp.3060-3091. 
265 以下の内容で元内相を糾弾する訴追決議が５１２対２で採択された。「第一。１９１４年から１９１７年
にかけて、共和国の領土において、内務大臣の職務の遂行上、我が国の軍事及び外交上の計画を敵方に漏洩し
たこと。とりわけシュマン・デ・ダム Chemin des Dames 攻撃の計画を敵方に漏洩したこと。第二。日時を
同じくして、内務大臣の職務の遂行上、軍の抗命を惹起し、教唆することで、敵方を利したこと。刑法典第７
７、７８、７９、８０、８１条により、元内務大臣マルヴィ氏の訴追を命じ、裁判のために元老院に送致する
ことを命じる。」op. cit., p.19. 
266 P. Desmottes, op. cit., pp.161-162. 

























                                                     
268 Arrêt de la Haute Cour de justice du 21 janv. 1918, S. 1920. II. p.38. 
269 1re arrêt du 6 août 1918, S. 1920. II. p.39, D. 1923. II, p.25 ; 2e arrêt du 6 août 1918, S. 1920. II. p.40, D. 
1923. II. p.25 ; Rev. pol. parl., juill.-août.-sept. 1918, t. XCVI, pp.306-309. 













最も善く確立された諸原則の最も厳格な適用である。」Joseph-Barthélemy, La loi du 5 janvier 1918 sur la 
mise en accusation..., 2e partie, op. cit.,p.268 ; 「次のことがらについては議論の余地がない。すなわち、刑






なくとも訴追との関連性のある事実であることが求められる、という留保である。」P. Bastid, Les grands 
procès politiques de l’histoire, op. cit., p.341. ; 「この手続きは法的に見て全く普通のものである。高等院は
自らに付託された諸事実のみに限って、自身に権限がある通り、刑法のあらゆる側面からそれらを検討したに



































                                                     
274 R. Lindon et D. Amson, La Haute Cour : 1789-1987, PUF, 1987, p.98. 
275 P. Bastid, Les grands procès politiques de l’histoire, op. cit., p.343. 
276 J.-J. Clère, op. cit., p.361. 
277 P. Bastid, Les grands procès politiques de l’histoire, op. cit., p.337.なお、全く同旨同様の指摘として、
E. Chavegrin, op. cit., p.249. 
278 J.-Y. Le Naour, op. cit., p.249. 




































                                                     
280 CD, JORF, doc. parl., nov. 1930, session extraordinaire, Ann. no 4068 et no 4069, p.136. 




284 S. 1931. II, p.182. 
285 P. Desmottes, op. cit., p.191. 
286 Ibid., pp.191-192. 
































                                                     
288 J.A.Roux, L’affaire Malvy et le pouvoir souverain du Sénat comme Haute cour de Justice, op. cit., 
p.267. 
289 Ibid, p.280. 
290 N. Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une approche historique des 
responsabilités politique et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve République, thèse, 





292 Joseph-Barthélemy et Duez, op.cit., p.881. 































家の安全に対する謀議 des attentats à la sûreté de l'État に関して裁判権を有すると規定している（３３条）
が、５６条における罪質に関しては「法律が定める」とするのみであり、３３条における罪質に関しては、「国
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次シューマン Schuman内閣と、第二次クーユ Queuille内閣であり、両内閣は「流産 mort-nés369」したの
である370。１９４８年８月３１日に３２２対１８５で信任された371ロベール・シューマンは、次いで、国
民議会への改めての出席を承諾し、彼の内閣のプログラムと内閣の構成に関する三つの大臣質問の付託
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373 Ass. nat., JORF, déb. parl., séance du 30 juin 1950, pp.5308-5336. 
374 投票総数５５５のうち、新内閣に対する信任付与を支持する票は２２１に過ぎず、３３４が反対した。Ass. 
nat., JORF, déb. parl., séance du 4 juill. 1950, p.5344-5351. 
375 M.-H. Fabre, op. cit.,pp.201-202 ; J. Georgel, op. cit., t. I, pp.100-101. 
376 Ass. nat., JORF, déb. parl., no 93, séance du 20 oct. 1949, pp.5884-5904. 
377 Communication à l’Assemblée d’une lettre adressée par René Mayer au Présindent de la République le 
26 oct. 1949, Ass. nat., JORF, déb. parl., no 95, séance du 27 oct. 1949, p.5917. 
378 H. Isaïa, L’instabilité ministérielle, in La Quatrième République. Bilan trente ans après la 
promulgation de la Constitution du 27 octobre 1946, Actes de colloques de Nice des 20, 21 et 22 janv. 1977, 
LGDJ, 1978, p.130. 
379 この表現は 1969 年～82 年の長きにわたってル・モンド編集長を務めたジャック・フォーヴェによるもの
である。J. Fauvet, La IVe République, Fayard, 1968. 

































                                                     






く。」JORF, 8 déc. 1954, pp.11440-11442. 
383 J. Georgel, op. cit., t. I, p.107. 
384 S. Arné, op. cit., p.206. 
385 Ass. nat., C., JORF, déb. parl., 2e séance du 10 avr. 1946, p.1679. 
386 Ph. Williams, La vie politique sous la IVe République, trad. S et A. Dutheillet de Lamothe, Armand 
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388 Ph. Lauvaux, La dissolution des Assemblées parlementaires, thèse Paris II, 1984, préf. A. Mathiot, 






















１８か月間の解散が禁じられており、憲法第４５条第５段では政府に対する信任付与の拒絶 le refus 






















394 １９４６年憲法第４５条第５項；「大臣任命から 2 週間以内に生じた内閣総辞職（crise ministérielle）は、
第 51 条の適用にあたり算入しない。」 
395 「奇妙な言い方になるが、これは正に内閣解散 dissolution ministérielle である。何故なら、かかる現象
はその発生源において内閣が見出されるのではなく、自身の表決を自家薬籠中の物としている国会議員たちが
見出されるからであり、かかる現象の行き着くところにおいても、内閣が見出されるのではなく、再び候補者
となり、自身の選挙区に散らばった先ほどの国会議員たちが見出されるからである。」J. Théry, op. cit., p.228. 
396 E. Blamont, La dissolution de l’Assemblée nationale de décembre 1955. La mise en oeuvre de la 




臣として指名する。－解散後少なくとも 20 日後、遅くとも 30 日後には総選挙が実施される。－国民議会は、
前項の総選挙後の第三木曜日に、国民議会は当然に集会する。」訳文は辻村・糠塚前掲書２５１頁に拠った。 




























                                                     




集会する。」cité in G. Berlia, La révision constitutionnelle, RDP. 1955. p.174 ; D. Vigne, La révision 
constitutionnelle française de 1954, Jahrbuch des öffentlichen Rechts der Gegenwart, 1958, vol. 7, p.265, 
note 12. 
401 深瀬・前掲論文「フランス第五共和制の成立とその基本構造」３０～３１頁。 
402 G. Burdeau, op. cit., p.575. 
403 G. Vedel, Les institutions de la Quatrième République, in La Quatrième République. Bilan trente ans 





その欠陥を糊塗することが望まれていたもの、それは選挙法だったのである。」G. Berlia, La dissolution de 






 第１節 事実上の会議政体における大臣の地位；政治的決定権の不在 
  第１款、第三共和制下における議会の独裁的地位 
  第２款、第三共和制下における政府の地位低下 
  第３款、戦後における議会制の合理化の試み 
  第４款、第四共和制における第三共和制的基本構造の維持 
 第２節 デクレ＝ロワ常態化と大臣責任 
  第１款、第三共和制下におけるデクレ＝ロワの生成と展開 
  第２款、第四共和制における基幹法 loi-cadreシステムとデクレ＝ロワ体制の再生 























                                                     
1 「、、、共和制がフランスに対して体制の安定化を齎したにしても、権力への安定性付与という点に関して
は欠けている。」A. Tardieu, La révolution à refaire, t. II : La profession parlementaire, Flammarion, 1937, 
p.250. 



































                                                                                                                                                                                  
は第四共和制の全期間を通算すると、実に９カ月にも及んでいる。これに関しては、H. Isaïa, L’instabilité 
ministérielle, in La Quatirième République. Bilan trente ans après la promulgation de la Constitution du 








7 R. Carré de Malberg, Contribution à la théorie générale de l’Etat, spécialement d’après les données 
fournies par le droit constitutionnel français, préf. E. Maulin, rééd., Dalloz, 2004, t. II, p.403. 





















                                                     
9 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., séance du 20 août 1946, p.3188. 
10 L. Sfez, Les idées constitutionnelles des socialistes français (1944-1964), in J. Gicquel et L. Sfez, 






と解散手続きとを合理化するものであった。」 J. Bougrab, Aux origines de la Constitution de la IVe 
République, thèse Paris I, 2001, Dalloz, 2002, p.217 ;「レジスタンスから提出された全ての憲法草案は、第
三共和制下における不安定性の主たる要因であった大臣質問手続を合理化することを模索するものであった。」
J.-E. Callon, Les projets constitutionnelles de la Résistance, textes rassemblées et présentés par J.-E. 
Callon, La Documentation française, 1998, p.38. この点に関しては、特に以下も参照。S. Berstein, La IVe 
République : République nouvelle ou restauration du modèle de la IIIe République ?, in S. Berstein et O. 

































第三共和制下においては、両院は政府への統制手法として、一方では質問権 le droit de question20を
用い、他方では大臣質問権 le droit d’interpellation21を用いた。この二つの技法は厳密に区別される
ものであり、単なる質問 questionに留まれば、それは口頭で為されようと書面で為されようと倒閣の危













16 G. Vedel, Manuel élémentaire de droit constitutionnel, réédition présentée par G. Carcasonne et O. 
Duhamel, Dalloz, 2002, p.460. 
17 A. Tardieu, op. cit., t. II, p.247. 
18 Th. Ferneuil, La réforme parlementaire par la révision du réglementaire de la Chambre, Rev. pol. parl., 
1894, p.20. 
19 E. Spuller, Quartorze mois de législature, Rev. pol. parl., 1895, p.3. 
20 第三共和制下における質問権を巡る問題に関しては、 E. Pierre, Traité de droit politique, électoral et 
parlementaire, Editions Loysel, 1989, t. II, no 650 à 654, pp.783-790 ; Joseph-Barthélemy, P. Duez, Traité 
de droit constitutionnel, Editions Panthéon-Assas, LGDJ, 2004, pp.698-700 ; M. Ameller, Les questions, 
instrument du contrôle parlementaire, thèse Paris, 1962, LGDJ, R. Pichon et R. Durand-Auzias, 1964, 
pp.25-51 et pp.117-125. 
21 第三共和制下における大臣質問を巡る問題に関しては、とりわけ以下を参照、A. Beau, op. cit., pp.7-92 ; E. 














question を拒んだ場合について「大臣質問権 droit d’interpellation が保障されているのは、かかる















利を持たない。」同規定に関しては、R. Bonnard, Les règlements des assemblées législatives de la France 




25 CD, JORF, déb. parl., juin 1879, no 153, séance du 5 juin 1879, pp.4774-4775. ガンベッタが当時の代議
院議長であった。 


































議付き motivé か否か pur et simple の何れかの形で採択されるのも、七月王政以来の慣行に倣っている
37。 
                                                                                                                                                                                  
の修正も施されずに維持された（第１１１条から第１１７条）ことに注目。R. Bonnard, op. cit., pp.524-525. 
28 この点に関しては、R. Bonnard, op. cit., p.70. 
29 Joseph-Barthélemy et P. Duez, op. cit., p.699. 
30 Rapport fait au nom de la commission du règlement charge d’examiner la proposition de résolution de 
M. Joseph-Barthélemy et de plusieurs de ses collègues, tendant à modifier un certain nombre d’articles du 
règlement de la Chambre des députés pour établir un statut de la séance publique, CD, JORF, doc. parl., 
Ann. no 2945 à la séance du 3 juin 1926, pp.751-758. 
31 CD, JORF, déb. parl., 16 juill. 1926, no 95, 2e ésance du 15 juill. 1926, pp.2883-2900. 
32 R. Bonnard, op. cit., pp.418-419.  
33 Ibid., pp.444-445. 






























                                                                                                                                                                                  
に sur  le bureau du président、書面で起草されたうえで付託されない限り、提起されることはない。－理
由を付さない pur et simple 議事日程は、要請されれば常に優先される。」この規定は全くそのまま代議院規
則第４１、４２条において繰り返されている。更に加えて代議院規則第４３条は「理由を付さない議事日程が
採択されず、以下の条項に従ってその議院執行部への送付が命じられないときは、議長は理由を付した議事日











38 J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, 2e éd., Montchrestien, 1947, p.1097 が指摘する通り、内閣
の進退に関わる表決に関しても、表決に当たっての多数決の要件が院内規則で定まっていなかった点、大臣質
問が容易に倒閣に繋がる素地があった。 
39 CD, JORF, déb. parl., 14 nov. 1917, séance du 13 nov. 1917, pp.2940-2954. 


































                                                     
44 Ibid., p.241.  
45 Th. Ferneuil, Nos moeurs parlementaires. D’où vient le mal ? Où serait le remède ?, Féret et fils, 1895., 
p.19. 
46 J.-M.A.L. de Lanessan, La crise de la République, Librairie Félix Alcan, 1914, p.284. 
47 E. Spuller, op. cit.,., p.5. 






６０回も提起していた。これに関しては、A. Tardieu, La Révolution à refaire, t. I ; Le souverain captif, 
Flammarion, 1936, p.49. 尤も、濫用されることによってその力を強め過ぎた大臣質問とは異なり、信任問
題の場合は、その濫用が却って政府の不安定を惹起しかねないところに問題の核心があった。 
50 以下の事例に関しては、N. Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une 
approche historique des responsabilités politiques et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve 


































                                                     
51 CD, JORF. déb. parl., 13 janv. 1905, séance du 12 janv. 1905, p.8. 
52 同様の事例としては、スタヴィスキー事件の渦中でのダラディエ内閣がある。この事例に関しては、 
N. Havas, op..cit., p.538. 
53 CD, JORF, déb. parl., 14 janv. 1938, no 2, séance du 13 janv. 1938, p.29. 
54 Ibid. 
55 このエピソードに関しては、B. Yvert (dir.), Dictionnaire des ministres (1789-1989), préf. J. Tulard, 
Librairie académique Perrin, 1990, pp.497-498. 
56 １９３０年２月２１日における第一次タルデュー内閣の総辞職は、タルデュー首相病欠中に蔵相アンリ・シ
ェロン Henri Chéron によって予算法律に信任問題がかけられ、代議院で信任が否決されたことに因るもので




























                                                     
57 B. Chantebout, Le régime parlementaire moniste, gouvernement d’Assemblée, in Le pouvoir. Mélanges 



















議員という政治アクターとしての資格、そして自由政治学院 Ecole libre des sciences politiqueの憲
法学教授としての資格という二重の資格において語る当代の観察者、シャルル・ブノワ Charles Benoist
は、第三共和制フランスの統治主体は上下両院から成る議会であり、政府はその協力者であったと同定























                                                                                                                                                                                  
R. Capitant, Régimes parlementaires, in Mélanges R. Carré de Malberg, Sirey, 1933, p.51. 
63 Ch. Benoist, La réforme parlementaire, Plon-Nourrit, 1902, p.7. 
64 A. Spuller, op. cit.,., p.3. 










去ることだ。」L. Duguit, Traité de droit constitutionnel, t. IV : L’organisation politique de la France, 2e éd., 
Albert Fontemoing, 1924, pp.816-817. 


































68 この点に関して、Joseph-Barthélemy, La présidence du conseil, Revue d’histoire politique et 
constitutionnelle, no 1, janv.-mars 1937, pp.125-129 ; J.-M. Guislin, Président du Conseil (IIIe, IVe et Ve 
Républiques), in J.-F. Sirinelli (dir.), Dictionnaire historique de la vie politique française au XXe siècle, 
PUF, 2003, p.1003. 




用意された名誉職であったのだから、その様に評することが出来るだろう。G. Jèze, La Présidence de la 
République, RDP, 1913, p.115 
72 G. Doumergue, Discours à la nation française, Denoël et Steele, 1934, pp.105-106. 
73ドゥーメルグによって提案された法文については、Le Temps の１９３４年１１月４日号に掲載されている。
ドゥーメルグによる憲法改正の試みに関しては、以下の研究を参照。Joseph-Barthélemy, La Constitution 
Doumergue, Rev. pol. parl. 1934, pp.225-248 ; S. Pinon, Les réformes constitutionnels des années trente. 
Aux origines de la Ve République, thèse Tours, 2002, LGDJ, 2003, pp.397-403.  
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74 １９３４年１２月２４日予算法律第２３条；「内閣総理の任に就く大臣は、自身の指揮監督の下に、以下を
有する。内閣総理に関する行政機構。アルザス＝ロレーヌの公共機関の最高執行機関。国防高等評議会官房。




75 R. Bonnard, La Présidence du Conseil, RDP, 1935, p.83. 






って指名されるものとする。第二。首相官房事務局 bureau du Cabinet de la présidence du Conseil。首相官
房事務局の任務は次の通り。資料調査。文書記録保存。会計。同事務局は内閣総理に終身で配属された公務員
fonctionnaires définitivement affectés à la présidence du Conseil によって構成される。」第２０条の２のＢ；
「以下の機関が内閣総理に結合される。全国経済評議会 Conseil national économique。軍事高等委員会 la 
haut comité militaire。国防高等評議会 Conseil supérieur de la défense national。」第２０条の２のＣ；「内
閣総理と、本法律に拠って内閣総理に結合された諸機関或いは将来の法律に拠って内閣総理に結合されること
となる諸機関に対して１９２６年以降割り当てられてきた予算は、他の省庁とは区別される予算として結合さ
れる。」Sénat, JORF, déb. parl., séance du 20 déc. 1934, p.1460 ; P. Duclos, D, 1936, IV, p.11. 
78 この修正案とその否決に関しては、R. Bonnard, La Présidence du Conseil, op. cit., pp.86-89 ; S. Pinon, op. 
cit., pp.414-417. 
79 JORF 2 févr. 1935, pp.1330-1331. 


































                                                     
81 J.-J. Chevalier, Histoire des institutions et des régimes politiques de la France de 1789-1958, préf, J.-M. 
Mayeur, 9e éd., Dalloz, Armand Colin, 2001, p.356. 
82 Joseph-Barthélemy, La présidence du Conseil, op. cit.,pp.120-121. 
83 J. Simon, op. cit., p.16. 
84 第三共和制下の政党に関しては、以下を参照。F. Goguel, F. Goguel, La politique des partis sous la 
Troisième République, préf. R. Rémond, Editions André Sauret, 1973, vol. I, p.357 et p.389 ; A. Hauriou, 
Les partis politiques et la Constitution, Rev. pol. parl, 1928, pp.383-395. 
85 M. Dogan, La stabilité du personnel politique sous la IIIe République, RF. sc. pol. 1953, p.348. 
86 L. Duguit, Le fonctionnement du régime parlementaire en France depuis 1875, op. cit.,p.371. 
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「曲面鏡 mirroir déformant87」として悪名高い、所謂「アロンディスマン投票 scrutin  d’arrondissment」















                                                     






マン単位のものであった。この法律に関しては、L. Duguit, H. Monnier, R. Bonnard et G. Berlia, Les 











Précis de droit constitutionnel, 2e éd., Librairie du Recueil Sirey, 1929, p.484. 
90 Ch. Lefebvre,Etude sur les lois constitutionnelles de 1875, A. Chevalier-Marescq, 1882, p.32. 
91 A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd., avant-propos D. Chagnollaud, 
LGDJ, éditions Panthéon-Assas, 2001., p.880.  
92 P. Pactet et F.Mélin-Soucramanien, Droit constitutionnelle, 37e éd, Sirey, p.314. 
93 J.-Cl. Venezia, Les fondements juridiques de l’instabilité ministérielle sous la IIIe et sous la IVe 
République, RDP, 1959, p.718. 




９号、１９８４年）２９３～２９４頁は、M. D. Alxandrakis, De l’exercice du droit de dissolution par le 































                                                     
96 R. Bonnard, De l’homogneité et de la solidarité ministérielles à propos du ministère Barthou, RDP, 
1913, pp.563-567. 






R. Bonnard, De l’homogénéité et de la solidarité ministérielles à propos du ministère Barthou, op. 
cit.,p.565. 
99 J. Mayoux, La solidarité ministérielle. Théorie générale-Ministères de la Restauration, thèse Sciences 










を生じさせた「大臣質問 interpellation」の代わりに「不信任動議 motion de censure」の手続を採用
した点が重要である。他方で、本来的には政府の武器でありながら却って政府の不安定を惹起させた点



























































                                                     
105 P.-M. Gaudemet, Le Règlement et les méthodes de travail de l’Assemblée nationale constituante, RDP, 
1946, pp.86-111, Ann. : Résolu. du 22 nov. 1945 portant Règlement de l’Assemblée nationale constituante. 
106 第４３条；「１９４５年１１月２日憲法的法律第２節第１条において定義されるところの不信任動議は、




107 Ass. nat. const., JORF, doc. parl., Ann, no 7, 19 nov. 1945, p.6. 






































国評議会という上院は、単なる「登録の院 une simple Chambre d’Enregistrement」として設置され、
政府統制のあらゆる任務を解かれたと理解されていた116117。制憲準備委員会の統括報告者であったコスト





112 cité in G. Berlia, L’élaboration de la Constitution par l’Assemblée Nationale Constituante, RDP, 1946, 
p.151. 
113 P.-M. Gaudemet, op. cit.,Ann. : Résol. du 22 nov. 1945 portant Règlement de l’Assemblée nationale 
constituante, pp.112-138. 




と結びついてきた大臣質問権の行使を為すことができない。」P. Arrighi, Le règlement du Conseil de la 









































                                                     
































                                                     
120 Ass. nat. const., JORF, déb. parl., 13 sept. 1946, no 91, 2e séance du 12 sept. 1946, p.3708. 
121 この様な状態に対する、やや控えめながら象徴的な言い回しとして「嗜眠 léthargie 」という表現が用い
られた。J. Georgel, Critiques et réformes des Constitutions de la République. De la Quatrième à la 
Sixième ?, thèse, préf. de P.-H. Teitgen, CEL. S. E., 1959, t.I, p.112. 









































を付した議事日程 ordre du jour motivé は議長に提出され、議長はこれを読み上げる。－議事日程の採択に先
立って議院に付託され、伝達されたのでなければ、議事日程に対する如何なる付加も提出されることはできな
い。－理由を付さない議事日程 ordre du jour pur et simple は、それが提案された場合、常に優先性を有する。
－議長は議事日程を議院の表決に付し、議院は必要な場合、優先的問題 question de priorité について決定す
る。優先性は、調査委員会 commission d’enquête の要求に対しては権利として与えられる。」Résol. du 22 nov. 
1945 portant Règlement de l’Ass. nat. const., RDP, 1946, pp.131-132. 
125 P. Avril et J. Gicquel, la IVe entre deux Républiques, Pouvoirs, no 76, 1996, p.33. 
126 例えば、セルジュ・アルネは１９５５年１０月６日から８日にかけて、フォール内閣のモロッコ政策に関
して１８本の大臣質問が付託されたという例を引き合いに出している。S. Arné, Le Président du Conseil des 
ministres sous la IVe République, thèse Bordeaux, 1959, LGDJ. 1962, p.252, note.69. 
127 E. Blamont, Les conditions du contrôle parlementaire, RDP, 1950, pp.389-390. 





130 Ass. nat., JORF, déb. parl., no 54, séance du 12 juin 1954, pp.2972-2983. この事件に関しては、Ph. 























が付けられているのだ。すなわち、会議政体 gouvernement d’Assemblée である。しかし、このシステ





                                                     
131 同事件における第四共和制の「議院内閣制」－「会議政体－議会統治制」的性格に関する理論的問題に関
して、横尾日出雄「議院内閣制と議会統治制（二・完）」前掲論文４０～４１頁。 
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 第１節 大統領中心主義下における大臣責任制への指向性 
 
  第１款、大統領中心主義 
 
  第２款、大臣責任制の前提的諸条件の生成 
 





  第１款、対議会責任の機能不全 
 
  第２款、政治司法の機能不全 
 
  第３款、通常司法による大臣責任追及放擲の消息 
 
 
第 3節 １９９３年憲法改正と第五共和制―大臣責任における脱政治化の傾向― 
 
  第１款、改革の直接的契機としての「汚染血液事件」 
 
  第２款、1993年改革の基本的性格－脱政治化と司法化－ 
 
  第３款、1993年改革の基本的性格－政治的性格の存置－ 
   
  第 4款、問題状況と展望 
 
 




































































況を顕在化させることとなった。本章で検討する「汚染血液事件 l’affaire sang contaminé」は、国民
に多数の犠牲を強いたフランス厚生行政の構造的欠陥が執行権最上層部への刑事的責任追及に結びつい
たことで、政治・社会生活はもとより、アカデミズムへも大きな衝撃を与えた。そして、同事件に起因
する１９９３年憲法改正が、大臣弾劾機関としての従前の「高等院 Haute Cour de Justice」を根本から



















                                                     
7 ドゴールの民主制構想に関して、参照、Charles de Gaulle, Mémoires, Gallimard, 2000, p.885. また、塚本
342 
 





























                                                                                                                                                                                  
俊之「シャルル・ドゴールの憲法構想（二・完）－1958 年憲法制定前まで－」『早稲田法学』（第 75 巻第 4
号、2000 年）３０１～３３９頁。 
8 憲法制定諮問委員会 Comité consultatif constitutionnel における政府委員レイモン・ジャノ Raymond 
Janot の発言。Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve 
République, Documents pour servir à l’histoire de l’élaboration de la Constitution du 4 oct. 1958, vol. I : 
Des origines de la loi constitutionnelle du 3 juin 1958 à l’avant-projet de la Constitution du 4 oct. 1958, La 












































































                                                     
17 R. Capitant,L’amenagement du pouvoir éxecutif et la question du Chef de l’Etat, Encyclopédie 






20 R. Capitant, op.cit., p.397. 







































































  第２款、大臣責任制の前提条件の生成 
 







 そもそも、国家元首無答責原則は議院内閣制のロジックである。1958 年憲法第 68 条は、2007 年 2 月
23 日憲法改正以前も以後も、共和国大統領が無答責であるという基本原理を宣言している26。その無答責
性に対する留保として、同改正以前27は「国家反逆罪 Haute trahison」、改正以後28は「その職務の執行
に明らかに反する違反行為 manquement à ses devoirs manifestement incompatible avec l'exercice de 









1991 年）1～14 頁。 
27 旧憲法第 68 条第 1 文「共和国大統領は、国家反逆罪の場合を除いて、その職務の執行に際して為した行為
について、責任を負わない。」 


















 2007 年 2 月 23 日憲法改正は、「共和国大統領の刑事上の地位に関する再検討のための」委員会を組織
する旨の 2002年 7月のシラク大統領によるデクレ34を受けて組織された委員会の報告書35の基本線に沿っ
て、共和国大統領の例外的責任事由の刷新と無答責原則の維持という回答を出した36。しかし、新たな第
68 条が採用した「その職務の執行に明らかに反する違反行為 manquement à ses devoirs manifestement 







の事情は、共和国大統領弾劾機関としての「高等院」が、従来の「高等院 Haute Cour de Justice」から
「高等院 Haute Cour」となり「Justice」という肩書を脱落させた点に象徴的である。新たな第 68 条が
採用した弾劾手続始動の条件は、国会の両議院の内何れか一方の院の議員の 3 分の 2 の特別多数決が要
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La responsabilité du Chef de L’Etat sous la Ve République, RDP, 1988, p.86. 
32 F.Hamon et M.Troper, Droit constitutionnel, 31e éd., LGDJ-Lextenso, 2009, pp.622-623. 
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37 D. Chagnollaud, Statut pénal du Chef de l’Etat, RDP, 2003, p.69. 
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ない」と規定していた。訳文は辻村・糠塚、前掲書２５０頁に拠った。 
44 O.Beaud, La contribution de l’irresponsabilité présidentielle au développement de l’irresponsabilité 









した。量的な面でも、60 年代には 60 年代には 4 度の実施例を記録した後、70、80、90、00 年代には各









しを行ったもの51」と位置付けられる 2008年 7月 23日憲法改正は、ゴーリストによって把握された第五
共和制当初の像が遥か遠い過去の幻影となったことを確認するかのように、権力と責任の主任者として















                                                     
48 F. Luchaire, Reformer la Constitution pour eviter la cohabitation , Pouvoirs , no 91, 
(2000) p. 122. 
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chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve République, op. cit., vol. II, 
p.752. 
51 横尾日出雄「フランス第五共和制憲法における政府の対議会責任制と 2008 年 7 月 23 日憲法改正」
『CHUKYO LAWYER』（第 10 巻、2009 年）13 頁。 
52 この点に関しては、Ph. Ardant, Le Premier ministre en France, Montchrestien, 1991, p. 87-89 ; P. Avril, 
Diriger le gouvernement, Pouvoirs, 1997, no 93, pp.31-40. 























                                                                                                                                                                                  
は、第 49 条および第 50 条に定める要件と手続きに従って、国会に対して責任を負う。」訳文は、辻村・糠塚、
前掲書２５８頁に拠った。 







年憲法第 47 条「－内閣総理は、法律の執行を確保する。－内閣総理は、第 30 条、第 46 条、第 84 条に定め
られた者を除き、すべての文武官を任命する。－内閣総理は、軍隊の指揮を確保し、国防の実行を調整する。
－本条に定められた内閣総理の行為は、関係大臣によって副署される。」 








下、閣議において審議され」ることで用意されると 1959 年 1 月 2 日オルドナンス（2001 年 8 月 1 日組織法
律によって改正）が規定している。L. org.no 2001-692 du 1re août 2001 relative aux lois de Finances, JORF, 
Lois et décrets, no 177, 1 août 2001, p.12486. 
58 デュヴェルジェ（時本訳）前掲書１４７頁。 

































動揺に関しては、B. Dolez, les régles électorales, le cumul des mandats et la présidentialisation du régime, 
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 第２節 体制の規定する大臣責任の機能不全 
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 第 49条所定の各項の内、第 2項のみが、国民議会の側のイニシアチブによる政府責任の追及機制を規
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op. cit., vol.III, p.261. 
95 M. Lascombe, Le Premier ministre, clef de voûte des institutions ? L’article 49 alinéa 3 et les autres..., 
RDP, 1981, p.120. 
96 Rapport du comité de réflexion et de proposition sur la modernisation et le rééquilibrage des 
institutions de la Cinquèime République, JORF, Lois et décrets, no 252, 30 oct. 2007, p.17711. 
97 Rapport remis au Président de la République le 15 févr. 1993 par le Comité consultatif pour la révision 
de la Constitution, JORF, 16 févr. 1993, p.2542. 
98 1958 年憲法第 49 条第 2 項；「国民議会は、不信任動議の表決により、政府の責任を追及する。この不信






















47 条の 2 の導入（議院による調査活動への会計検査院の協力義務）104などは、政府統制作用における重
要な技術的進歩と評価できよう。他方、新たな第 34 の 1 条の導入による議院の決議 résolution に関す
                                                     
99 この点について、下院総議席数の 10 分の 5 よりは「宿命的に」少ない議席しか持たない野党（＝10 分の
５を超えたら、その時点で論理必然的に多数派となるから）という表現を使って指摘するものとして、J.-Cl. 
Colliard, Article 49, 50 et 51, op. cit., p.972. 
100 Ph. Ségur, La responsabilité politique, op. cit., p.50. ; この仕組みの戦間期改革との関連性に関して指摘
するものとして、J. Gicquel, l’article 19 de l’actuelle Constitution des ses deux premiers alinéas n’a fait que 
consacrer l’idée dveloppée dans La réforme gouvernementale, in  J. Gicquel et Lucien Sfez, Problèmes de 
la réforme de l’Etat en France depuis 1934, PUF, 1965, p.31. 
101 1958 年憲法第 50 条；「国民議会が不信任動議を採択し、または、政府の綱領もしくは一般政策の表明を
否認したときは、首相は、共和国大統領に政府の辞表を提出しなければならない。」訳文は辻村・糠塚前掲書
２６５頁に拠った。因みに、1958 年憲法下で唯一の、政府不信任動議可決による内閣総辞職例は 1962 年、ド
ゴール大統領下でのポンピドゥー内閣の事例であるが、同内閣の辞職に際しては、10 月 5 日の首相による総
辞職表明に対して、ドゴール大統領は 11 月 28 日まで受理を遅らせた。国民議会解散を狙ったドゴール大統領
が、新内閣樹立までの庶務をポンピドゥーと彼の大臣衆に任せたためである。ドゴール大統領のこの様な遅滞
戦術に関しては、コンセイユデタによって適法との判断が為されており、一つの先例となっている。Arrêt CE 
19 oct. 1962, Sieur Brocas, concl. M. Bernard, RDP, 1962, pp.1181-1201, Chron, A. de Laubadre, AJDA, 
1962, pp.612-615. 
102 J.Gicquel et J.-E. Gicquel, op. cit., p.792. 
103 例えば、当初「両議院の議事日程は、政府が定めた順序において且つ優先して、政府提出法案及び政府に
よって受理された議員提出法案の審議を含む。」とされていた第 1 項は「第 28 条末尾の 3 項目が適用される
場合を除き、議事日程は、各議院によって定められる。」との規定に代わり、議院の自律性が強化された。ま
た、新たな第 4 項は「4 週のうち１周の本会議は、政府の行為の監視、および公共政策の評価のために、優先
的に、かつ、各議院が定める順序にしたがって留保される。」と規定し、更に第 5 項は「月に 1 回の本会議は、
議院内の野党会派および少数会派の発議に基づき、当該各議院が定める議事日程に留保される。」と規定した。
改正後の訳文に関しては、辻村・糠塚前掲書 264 頁に拠った。 






























  第２款、政治司法の機能不全 
 
従って、1958 年憲法自身は、政府・大臣連が下院に対して責任を負うという議院内閣制の建前を否定
しないのだが（責任制の観点からすれば、寧ろ第 20 条－第 49 条を根拠規定として、同憲法が公式に認
める唯一の統治枠組みは議院内閣制である）、しかし、第五共和制下の多数派状況において、議事堂とい
                                                     
105 F. Boudet, La force juridique des résolutions parlementaires, RDP, 1958, pp.271-289. また、「議院規
則」と「決議」の法的形式の同一性を論じるものとして、大石眞『議院自律権の構造』（成文堂、1988 年）
６１～６２頁。 
106 Rapport du comité de réflexion et de proposition sur la modernisation et le rééquilibrage des 
institutions de la Ve République, op. cit., p.17721. 
107 Cons. const. Décis. no 59-2 DC du 17 juin 1959, Règlement de l’Assemblée national, Rec. Cons. const. 
58, JORF 3 juill. 1959, p.6642 ; 勝山教子「国民議会規則の憲法適合性」フランス憲法判例研究会編『フラン
スの憲法判例』（信山社、2002 年）２８２～２８９頁。 
108 Cons. const. Décis. no 59-3 DC du 24 juin 1959, Règlement du Sénat, rec. Cons. const. 61, JORF 3 juill. 
1959, p.6643. 
109 D. Ribes, Le Comité Balladur, technicien expert du parlementarisme, RFDC, 2008, p.107. 








及が行われる余地を存置した。当初、第 9 章第 67、第 68 条で規律された111、高等院 Haute Cour による


















                                                     











えるが、この形式が大きな変質を被ったのが 1946 年 10 月 27 日の第四共和制憲法である。第三共和制下にお
いて猖獗を極めた「強すぎる上院」の棘抜きの過程で、上院は政治司法の過程からも放逐され、伝統的なイン





113 J.-P. Rougeaux, La Haute Cour de Justice sous la Ve République, RDP, 1978, p.1023. 












ける 1889 年法律、マルヴィ事件における 1918 年法律の採択などは顕著な例である。してみれば、この
点、第五共和制における政治司法の法的領域への編入－法整備作業は迅速であると評価されるものの116、

















件 l’affaire Michel Poniatowski120によってよく示されている。1976 年 12 月 24 日、パリのダーダネ
                                                     
115 Ordonnance n° 59-1 du 2 janvier 1959 portant loi organique sur la Haute Cour de justice, art 
1,https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=LEGITEXT000006071058&dateTexte=2014112
5 
116 山本桂一「フランスの司法高等法院 Haute Cour de Justice（三）－フランスにおける政治的裁判のための
憲法的機構の考察－」『国家学会雑誌』（第 74 巻第 7・８号、1961 年）333 頁 
117 同上、338 頁。 
118 N. Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une approche historique des 
responsabilités politiques et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve République, Dalloz, 
2011, p.657. 
119 A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd., avant-propos de Dominique 
Chagnollaud, Editions Panthéon-Assas, 2008, p.147 
120 同事件は、事案の核心を為すジャン・ド・ブロイ下院議員の暗殺に因んで、ブロイ事件 l’affaire Broglie
と呼ばれ、或いはブロイ事件の一環として扱われることもあるようである。例えば、Les grandes “ affaires” 





















すなわち、調査によって得られた秘密の濫用 la violation du secret de l’instruction、書類の隠匿










                                                     
121 Le Canard enchaîné, 2 avr. 1980. 
122 騒動に関しては、Le Monde, 24 avr. 1980 も参照。 
123 ロベール・バランジェ Robert Ballanger 議員提出共産党訴追提案とガストン・ドゥフェール議員提出社会
党訴追提案、Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 15 avr. 1980, p.367, p.376. 
124 本件訴追提案当時の国民議会規則第１６０条によって規定されていた、特別委員会 commission spéciale
である。国民議会規則第１６０条「理事部によって受理が宣言され、元老院議長に送付された決議案は、特に
同議案の審理のために指名された、１５名より構成される特別委員会に送付される。委員の指名は、院の議席
分布に沿うべく en s’efforcant de reproduire la configuration politique de l’Assemblée 行われる。候補者のリ
ストに関して会派の長の間で合意が形成されない場合、第２５条所定の手続によって会派の員数に比例した形
で指名が行われる。高等院に所属する議員は、同委員会の構成員として指名されることはできない。」 
125 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 17 avr. 1980, p.487. 
126 Ass. Nat., JORF, doc. parl., no2250, 2e session ordinaire 1980-1981, 2 avr. 1981, 755p.  
127 D. Turpin, Droit constitutionnel, 2e éd., PUF, 2007, p.581 




全を、さらに明確な形で確認した。第二の事例たるクリスティアン・ヌッチ Christien Nucci 事件であ
る129。１９８５年１０月の会計監査によって発覚したこの事件は、対外協力・発展担当大臣 ministre 
délégué chargé de la coopration et du développementであったクリスティアン・ヌッチ（社会党）の、
1984年12月11日、12日のフランス＝アフリカサミットに関する公金流用に係わるスキャンダルである。




















                                                     
129 同事件に関しては, Ibid., pp.1284-85 ; Bertrand Mathieu, La Haute Cour de justice et la responsabilité 
pénale des ministres ou comment se servir d’un sabre de bois. A propos de l’arrêt du 4 avril 1990 de la 
commission d’instruction de la haute Cour de justice, RFDC, 1990, pp.735-746. ; D. Turpin, op. cit., 
pp.582-583. なお、同事件の呼称としては事件の舞台となった第三世界の発展に関するシンポジウム
「Carrefour de développement」の名を借りて、L’affaire de Carrefour de développement とされることも多
い。例えば、Carrefour du développement - Dix ans après, le prix d'un scandale, L’Express, 9. avr, 1996, 
https://www.lexpress.fr/informations/carrefour-du-developpement-dix-ans-apres-le-prix-d-un-scandale_61
4117.html 
130 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 7 oct. 1987, p.4022.に収録された国民議会特別委員会の報告書
を参照。 
131 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 27 mai. 1987, p.1735. 
132 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 3 juin. 1987, p.1892. 
133 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 7 oct. 1987, p.4022. 
134 Ass. Nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 7 oct. 1987, pp.4022-4029. 
135 Sénat, JORF, déb. parl., comptes rendus, 11 déc. 1987, séance du 10 déc. 1987, pp.5238-5256. 
136 Loi du 11 janv. 1990 relatives à la limitation des dépenses électorales et à la clarification des activités 
politiques, JORF, 13 janv. 1990, p.573. 同法に関しては、André Roux, note ss. Décis. no89-271 du 11 janv. 
1990(Loi relatives à la limitation des dépenses électorales et à la clarification des activités politiques), 
RFDC 1990. pp.332-338. 
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137 B. Mathieu, La Haute Cour de justice et la responsabilité pénale des ministres ou comment se servir 
d’un sabre de bois. A propos de l’arrêt du 4 avril 1990 de la commission d’insturction de la haute Cour de 
justice, op. cit., p.745. 
138 N. Havas, op. cit., p.710. 
139 M. Kamto, la reponsabilité pénale des ministres sous la Ve République, op. cit., p.1286. 
140 ここでは僅々二事例を取り上げて論じるに留まるが、しかし、フランス政界には政治犯罪が数十年来常在
し、時々の政局に少なからぬ影響を与えてきた。大臣責任の問題野からは外れるものの、シラク元大統領の「大
統領在任中に発覚した大統領任期前の」スキャンダルとしての「パリ市架空雇用事件 L’affaire des emlois 
fictifs de la mairie de Paris」（1999 年には事件自体に対する捜査は始まっていたが、大統領免責特権の存在
故、シラクの大統領退任を俟って、シラク自身に対する捜査は 2007 年まで引き延ばされた）、ジスカールデ
スタン大統領への中央アフリカ「皇帝」・ボカサ 1 世からの贈賄事件「ボカサ・ダイヤモンド事件 L’affaire des 
diamants de Bokassa」（1979 年）、大臣責任を巡っては、後述の汚染血液事件、更にはドヴィルパン首相
を巡る「クリアストリーム事件」（2001 年）など、1970 年代以降、フランス政界は常に政治スキャンダルに
よって揺れ動いてきた。 
141 B. Mathieu, T. Renoux, A. Roux, La Cour de justice de la République, Que sais-je ?, PUF, 1995, p.46. 
142 高橋泉「閣僚の政治責任（二・完）－刑事責任との交錯をめぐる議論から－」『上智法学論集』（第 45






















即ち「Les membres du Gouvernement sont pénalement responsables des actes accomplis dans l'exercice 
de leurs fonctions et qualifiés crimes ou délits au moment où ils ont été commis. La procédure 
définie ci-dessus leur est applicable ainsi qu'à leurs complices dans le cas de complot contre 
la sûreté de l'Etat. Dans les cas prévus au présent alinéa, la Haute Cour est liée par la définition 
des crimes et délits ainsi que par la détermination des peines telles qu'elles résultent des lois 







                                                     
144 この問題に関しては、とりわけ M. Duverger, Le système politique français, 18e éd., PUF, 1985, p.437. ; 
P. Desmottes, De la responsabilité pénale des ministres en régime parlementaire français, LGDJ, 1968, 
p.262. ; N. Havas, op. cit., pp.692-695. 




en=id&dateTexte=19930727 同項は、1993 年 7 月 27 日の憲法的法律第 93－952 号によって廃止された。
JORF , n°172 du 28 juillet 1993, p. 10600 
147 Geneviève Giudicelli-Delage, Justice pénale et dicisions politiques : réflexions à partir des immnunités 
et privilèges de juridiction, RSC, 2003, p.248. 
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同条における「右の手続」とは、すなわち旧第 67 条148所定の高等院における手続を指し、leur は、「大
臣」を指すと解するべきであろうが、しかし、第 2 項第 2 文の読み方は尋常一様で済む訳ではないはず






また、同項における規定の曖昧性から生じる問題はこれに留まらない。「La procédure définie ci-dessus 








っているのは、「ainsi qu'à leurs complices」の部分が、一切のカンマを伴わず置かれている規定振り
に起因するものであるが、これには制憲過程における変動が存在しており、制憲過程の迂闊・無自覚の




                                                     
148 「Il est institué une Haute Cour de Justice.－Elle est composée de membres élus, en leur sein et en 
nombre égal, par l'Assemblée nationale et par le Sénat après chaque renouvellement général ou partiel de 
ces assemblées. Elle élit son Président parmi ses membres.－Une loi organique fixe la composition de la 







」同条は 2007 年 2 月 23 日の憲法的法律第 2007－238 号によって、共和国大統領の責任に関して規定する現
行の条文へと大幅に改正された。JORF , n°47 du 24 février 2007, p.3354 
149 M. Kamto, op. cit., pp.1248-1255. 
150 例えば、M. Duverger, Le système politique français, op. cit., p.437. ; M. Prélot, Institutions politiques 
et droit constitutionnel, 2e éd., Dalloz, 1961, p.681.  
151 F. Bottini, La protection des décideurs publics face au droit pénal, thèse Le-Havre, 2006, LGDJ, 2008, 
p.113. 
152 Comité national chargé de la publication des travaux préparatoires des institutions de la Ve 
République, Documents pour servir à l’histoire de l’élaboration de la Constitution du 4 oct. 1958, 




明瞭な書き方ではあるものの、最終的に採用された第 2 項第 2 文の規定は、大臣責任に関する通常司法
の管轄権に譲歩する形で決着していると理解するのが妥当であると思われる。 








の女性メンバーに対する拷問事件に関して、国防相ピエール・メスメル Pierre Messmer とアルジェリア
駐屯軍司令官シャルル・アイユレ Charles Ailleret将軍が告発された事案において、破毀院刑事部が予





する事件である。ブリニェール Hervé Le Barbier de Blignières は同事件の犯人として刑事訴追された
秘密軍事組織ＯＡＳの構成員である。１９６３年３月１４日破毀院刑事部判決が導かれた「ブリニェー
ル事件」は、彼ブリニェールが、事件発生当時の内相ロジェ・フレーRoger Frey を相手取って、予審情
報の漏えいとそれに伴う自身への名誉毀損を理由として、公訴権の発動を義務付ける告訴 plainte avec 











                                                     
153 Ibid., vol. III, p.525. 
154 この事案に関しては、M. Kamto, op. cit., pp.1256-1258. 
155 Olivier Beaud, la reconnaissance de la comptence concurrente pour juger pénalement des ministres ( à 
propos de deux arrêt faussement connus de la Cour de cassation), D, 1998 ; M. Kamto, op. cit., 
pp.1258-1261. 

























  第１款、改革の直接的契機としての「汚染血液事件」 
 
                                                     
157 11. T. corr. Paris, 20 juin. 1962, Gaz. Pal., 1962. II, Jur. pp.85-87. 
158 Crim. 14 mars. 1963, Bull. crim. no 122, pp.243-245. 
159 例えば、M. Duvergier, Le système politique français, op. cit., p.437 ;M. Prélot, op. cit., p.681. オリヴィ
エ・ボーは、同判決が「大臣行為 actes ministériels に関する一種の不可分性理論 une sorte de théorie 
de l’indivisibilité を打ち立てた。大臣をして通常の刑事司法を免れさせるのは、彼が有する『大臣』という性
質のみによるのである。換言すれば、大臣の職務に関するこの形式的 formelle（あるいは組織的 organique）
観念に従って、『行為 actes』が大臣に、そして、この『行為』の主体、或いはたいていの場合は『発言 parole』 
の主体へと結びつけ rattachement られらば、これら行為を『その職務の遂行上為された行為』へと編入する
必要は満たされることになるのである。」と指摘する。O. Beaud, la reconnaissance de la comptence 
concurrente pour juger pénalement des ministres ( à propos de deux arrêt faussement connus de la Cour 
de cassation),op. cit., p.178. 
160 後述の 1995 年 6 月 26 日破毀院刑事部判決 Crim. 26 juin 1995, Bull. crim. no 235, pp.646-663 による判
例変更に至るまで、1963 年 3 月 14 日の破毀院判決が示した理解を、破毀院刑事部はその後幾度も確認するこ
ととなった。例えば、Crim. 7 mai 1963, Benouali Si Mohand, Bull. crim. no 166, pp.338-340, D. 1964. Somm. 
p.34 ; Crim. 7 juin 1963, Marais et Lauriol, Gaz. Pal., 1963. II. Jur pp.283-234 ; Crim. 9 juill. 1984, Proc. 
gén. près la CA Paris c. Ralite, Bull. Crim. No 256, pp.678-681 ; Crim. 28 mai 1986, Ralite c. Assoc. 
professionnelle des magistrats, Bull. crim. no 180, p.461, JCP G 1987. II. p.20734, note Chambon ; Crim. 
23 févr. 1988, Bull. crim. no 90, pp.232-234 ; Crim. 19 avr. 1988, Bull. crim. no 167, pp.434-438 ; Crim. 17 




















な大臣裁判機関「共和国法院 Cour de justice de la République」の設置が、その直接の機縁を８０年







                                                     
161 モンテスキュ （ー野田良之・稲本洋之助・上原行雄・田中治男・三辺博之・横田地弘訳）『法の精神（上）』
（岩波文庫、1989 年）70 頁。 























(Centre national de transfusion sanguine, CNTS)の血漿分画プールから作られていた。そして、フラ
ンスにおける血液行政の監督・規制は、主として保健衛生総局（Direction général de la santé, DGS)
によって担われていた。1983 年 6 月から翌 84 年 3 月にかけて、CNTS はフランス国内におけるエイズ感













                                                                                                                                                                                  
諸問題－フランスの議論を素材として」『南山法学』（第 36 巻第 2 号、2013 年）49～77 頁、特に 49～53
頁。仏語文献としては、同事件の内情に関するフランス社会への暴露の書として大きな反響を呼び起こした、
所謂「リュカ報告書」こと、M. Lucas, Transfusion sanguine et sida en 1985, Inspéction générale des affaires 





議論の前提として認識されてよい。TGI de Paris, 23 octobre 1992, A. Prothais, Sida sur ordonnance : 
qualifier l’inqualifiable, D, 1993, p.222.；CA Paris, 13 juillet 1993, A. Prothais, Le sang était-il empoisonné 












律時報』（第 65 巻第 8 号、1993 年）67～73 頁、同「フランス行政賠償責任における HIV 感染血液訴訟 行
政判例に対する影響を中心に」『立命館法学』（第 251 号、1997 年）1～27 頁、鎌田薫「フランスにおける
HIV 感染事故の被害者救済と安全対策（上）」『ジュリスト』（1097 号、1996 年）51～55 頁等を参照。 
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当時の元首相ロラン・ファビウス Laurent Fabius、元社会問題相ジョルジナ・デュフォワ Georgina Dufoix、
元厚生大臣エドモン・エルベ Edmond Hervé の三名を告発すべき旨の嘆願書が上下両院議長充てに到達し
たことを皮切りに、三名に対する刑事手続きを通常司法が早々に管轄外を宣言した後、国民議会理事部
に対して 1992年 10月 7日、RPR 議員団が168、次いで 10月 13日に UDF議員団が169、三名に対する高等院
訴追決議案を提出したことによって始動した。しかし、1992年 10月の段階では国民議会理事部を多数派




















                                                     
168 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 7 oct, 1992, p.3441. 
169 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 13 oct. 1992, p.3621. 
170 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 14 oct 1992, p.3676. 
171 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 18 oct. 1992, p.3676.当時の憲法（旧）第 67 条第 2 項では「高
等院は、国民議会の総選挙後…（略）…その議員内から選出された…（略）…議員により構成される。」とあ
ったが、その時点において高等院構成員の選出は行われていなかったのである。 
172 Sénat, JORF, doc. parl., 1992-1993, no 49. なお、この決議が行われた時点での元老院の議席配置を確認
しておくことは重要であろう。下院で多数を占める社会党の議席率は 22％に過ぎず、相対多数を制している
のは RPR の 27％の議席である。更にジスカール・デスタン派の共和党会派が 15％、同派の流れを汲む－し
かし、議案によっては是是非非の態度で社会党・右派の何れにも与する政治的振幅の大きな－中道連合が 21％
の議席を占めており、社会党－引いては懸案の三人の元大臣－にとって、上院の議席配置は厳しいものであっ
たと言える。  http://www.senat.fr/fileadmin/Fichiers/Images/archives/D50/senat_1992.pdf 
173 Ass. nat., JORF, doc. parl., 1992-1993, no 3143. 
174 Ass. nat., JORF, déb. parl., 3e séance du 16 déc. 1992, pp.7328-7331. 
175 Le Monde 18 déc. 1992. 
176 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 18 déc. 1992, p.7503. 
177 Ass. nat., JORF, déb. parl., 1re séance du 19 déc. 1992, pp.7581-7588. 
178 Sénat, JORF, déb. parl., séance 20 dc. 1992, pp.7578-7588. 
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が 3 年の時効にかかっており、1993 年 2 月 5 日、高等院予審委員会は免訴を言い渡したのである179。そ
して、翌 3月の国民議会総選挙に伴い、高等院は消滅することとなった。 
この様にして、1985 年に発覚した汚染血液事件に伴う、高等院による元大臣の裁判は、1993 年 2 月 5
日の高等院予審委員会による免訴決定によっていったん幕を閉じた。尤も、この様な幕引きは、いわば
「第 1 ラウンド」におけるそれであって、後述の通り、1993 年憲法改正によって新設された共和国法院


























                                                     
179 Arrêt de la commission d’instruction de la Haute Cour de justice du 5 févr. 1993, D, 1993. Jur. 
pp.261-265, note J.Pradel. 
180 Joseph Barthélemy, La mise en accusation du Préisident de la République et des ministres : Etude de 
la loi du 5 janvier 1918 et les arrêts de 6 août 1918(2e partie), RDP, 1918, p.435. 
181 同事件に関しては、本研究第 5 章における検討を参照。 
182 高橋泉・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」91 頁。 
183 O. Beaud, Le sang contaminé. Essai critique sur la criminalisation de la responsabilité des 
gouvernants, PUF, 1999, p.50. 































                                                     
185 J.-P. Effa, La responsabilité pénale des ministres sous la Ve République, thèse Bordeaux IV, 2005, 
p.212. 
186 O. Beaud, Le sang contaminé.op. cit., p.50.なお、ここでいう bataille に、単なる「争い」という意味の
みならず、トランプ・ゲームの所謂「戦争」（フランス語でもそのまま bataille である）のニュアンスが含ま
れているとしたら極めて皮肉な表現であろう。 





法と議会政』（東京大学出版会、1971 年）23～24 頁。 
189 O. Beaud. Le traitement constitutionnel de l’affaire du sang contaminé : Réflexions critiques sur la 
criminalisation de la responsabilité des ministres et sur la criminalisation du droit constitutionnel, RDP, 































                                                     
190 この点に付き、検事総長ブルジュランの論告の抜粋を掲載する RDP, no2, 1999, p.339 以下を参照。 
191 仏 RDP 誌が 1999 年に「汚染血液事件」特集号を組んでいることからも明らかであり、我が国における比
較的近年のフランス政治司法研究は漏れなく同事件に重要な位置づけを与えている。高橋・前掲論文「閣僚の
政治責任（二・完）」81～121 頁。橋爪英輔「フランス公法における『政治司法』概念とその変容－統治機構
における政治と司法の交錯点－」『法学政治学論究』（第 110 号、2016 年）194～197 頁。 
192 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」83 頁。 
193 Olivier Beaud, Le traitement constitutionnel de l’affaire sang contaminé, Réflexions critiques sur la 
criminalisation de la responsabilité des ministres, op. cit., p.1001. 










































                                                     















への著しい傾斜を示すのは見やすい道理である201。訴訟手続の開始を「申請委員会 Commission des 
requêtes」に、予審手続を「予審委員会 Commission de l’instruction」に、裁判は「共和国法院 Cour 





















                                                     
199 Discours par M. André Fanton, rapporteur de la commission des lois de l’Assemblée nationale, 
Ass.nat., JORF, déb. parl., 3e séance du 23 juin 1993, p.2137. 
200 Christien Bigaut et Bernard Chantebout, De l’irresponsabilité prétendue des ministres sous la Ve 
République, Pouvoirs, 2000, no92, p.86. 
201 B. Mathieu, La responsabilité pénale des ministres ou l’urgence’ réforme d’une institution fantôme, 
RFDC, 1993, p.307. 
202 Rapp. remis au Président de la République le 15 févr. 1993 par le Comité consultative pour la révision 
de la Constitution, JORF, 16 févr. 1993, p.2543. 
203 B. Mathieu, T. Renoux, A. Roux, op. cit., p.72. 







共和国法院への告訴の方式に関しては、1993 年 11 月 19 日に憲法院の合憲性審査205を経た、共和国法





























                                                     
205 Cons. Const. Décis. No93-327 DC du 19 nov. 1993, L. org. sur la CJR, JORF, 22 nov. 1993, p.16141. 
206 Loi organique n° 93-1252 du 23 novembre 1993 sur la Cour de justice de la République, 
https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTEXT000000864576 
207 J.-P. Scarano, Institutions juridictionnelle, 10e éd, Ellipses, p.117. 
208 B. Mathieu, Commentaire sur la loi organique no93-1252 du 23 novembre 1993 sur la Cour de justice 












に係っている点である。この様な階統性に拠らない hors hierarchique 委員会構成員の選出方法は、１
９９３年政治司法改革の特徴となっている。なお、予審委員会には、真相の究明に必要な全ての行為を
行うものとされており（組織法律第１８条）例えば聴聞 audition、尋問 interrogatoire、対質
confrontation といった手続を行う権限があり（組織法律第２１条）、再罪質決定 requalification 













                                                     
209 B. Mathieu, T. Renoux et A. Roux, op. cit., p.75. 
210 1959 年 1 月 2 日組織法律第 12 条により、過般来、予審委員会は 5 名の正予審判事と 2 名の補欠予審判事
で構成され、これらの構成員は破毀院事務局が現職の司法官の中から毎年指名するものとされた。この点に関
し、山本・前掲論文「フランスの司法高等法院 Haute Cour de Justce（三）」341 頁。 
211 この点について、大革命以来のフランス憲政における制度的伝統としての高等院制度を歴史的に跡付けた
ものとして、山本桂一「フランスの司法高等法院 Haute Cour de Justice（一）－フランスにおける政治的裁
判のための憲法的機構の考察－」『国家学会雑誌』（第 74 巻第３・４号、１９６１年）1～40 頁～同「（四・
完）」『国家学会雑誌』（第 74 巻第 9・10 号）１～21 頁。同じく、橋爪英輔「フランス憲法における閣僚裁
判権－高等法院制度の展開と特徴」『法学政治学論究』（第 107 号、2015 年）１０１頁以下。同じく、但し
政治的事件に関する編年的記述を軸とするものとして、佐藤立夫「フランスの弾劾制度」『比較法学』（第
22 巻第 2 号、1989 年）43～163 頁。加えて、拙稿・三上佳佑「第三共和制下高等院と「主権的権限」―フラ
ンスにおける責任追及の特殊政治的形態の観察と検討―」『早稲田法学会誌』（第６５巻１号、２０１４年）
４８０－４８２頁を参照されたい。また、P. Desmottes, op. cit., pp.149-157. 
212 高等院による政治司法が、制定法規範からの超越性を享受することは、伝統的に公法学説の通説的見解に
よっても支持を得た。例えば、Joseph-Barthélemy et P. Duez, Traité de droit constitutionnel, Editions 


























                                                                                                                                                                                  
形で慣習による硬性憲法の変更を許されると説く見解は、フランス公法・憲政思想の伝統であった、例えば立
法の委任の理論的正統化の際にも顕著に顕れる性向である。この点に関しては、芦部信喜「フランスにおける
立法の委任」『憲法と議会政』（東京大学出版会、1971 年）220～221 頁。 
213 尤も、超法規的権限としての高等院「主権的権限」を、単なる僭称と見る、厳しい批判も存在した。L. Duguit, 
L’arrêt du Sénat dans l’affaire Malvy, Rev. pol. Parl. t.100, 1919, pp.137-144. 
214 なお、デュギは、高等院の裁判権の「主権性」に関しては、その判決が上訴可能性を持たない点に専ら同
定している。Ibid., p.137. 





218 アンドレ・ファントン国民議会議員による発言。Ass. nat., Rapp.no356, fait au nom de la commission des 
lois, sur le projet de loi constitutionnelle, adopté par Sénat, portant sur la révision de la Constitution de 
1958 et modifiant ses Titres VIII, IX et X, présenté par M.A.Fanton, le 17 juin 1993. また、以下も参照、
Ass. Nat., JORF, déb, parl., 3e séance du 23 juin 1993, p.2147. 
219 フィリップ・ボヌカレール Philippe Bonnecarrere 国民議会議員による発言。Ass. nat., JORF, déb. parl., 
2e séance du 6 oct. 1993, p.3973. 

































政治的努力の結果ではあったけれども、上下両院の対立が、「法治国家の保障 la garantie de l’Etat de 
droit226」という精神に沿う形で解消したと観ることには十分な理由があろう。 
                                                     
221 Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 1993, p.3975. 
222 手続の司法化に好意的な意見を主張するクリティアン・デュピュイ Christien Dupuy 国民議会議員による
発言。Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 1993, p.3971. 
223 Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 1993, p.3975. 
224 この点は立法過程において明らかに意識されている。Ass. nat., JORF, déb. parl., 2e séance du 6 oct. 1993, 
p.3972. 
225 同様の指摘として、B. Mathieu, La resaponsabilité pénale des ministres ou l”urgence” reforme d’une 
institution fantôme, op. cit., p.312.  
226 ジャン＝ピエール・フィリベール Jean-Pierre Philibert 国民議会議員の発言。 Ass. nat., JORF, déb. 
















せてみると、過般来の問題状況の制度的要因が旧憲法第 68 条第 2 項における「職務遂行上の行為 actes 
commis dans l’exercice des fonctions」概念の幅のある抽象的・不明確な性格に求められるところ、
1993年 7月 27日憲法改正は同概念の修正も明確化も一切行っておらず、政治司法手続の抜本的改革とは
対照的に、裁判管轄帰属に関する解釈論上の問題は全くそのままで残存することとなっていた227。尤も、
93 年 7 月の憲法改正が「職務遂行上の行為」規定に手を付けなかったのは改憲過程における無自覚性を
示すものとは言えない。ミッテラン大統領への憲法改正案答申書＝「ヴデル報告書」によって共和国法
院の思想的基盤を提供、それ故、「責任の刑事化」を後押しした張本人とも見做されるジョルジュ・ヴデ










93 年 7月 27日に憲法改正されてから丁度 2年近く後、「カリニョン事件 L’Affire Carignon」－またの
名を「ドーフィネ・ニュース事件 L’affaire de Dauphiné News」－1995年 6月 26日破毀院刑事部判決
230によって、破毀院は、先例として自身が幾度も確認し続けてきたブリニェール事件判決を覆す事実上
の判例変更を行ったのである。同事件の概要は、次のようなものである。渦中の人物となった RPR 所属
                                                     
227 この点に関して、O. Beaud, la reconnaissance de la comptence concurrente pour juger pénalement des 
ministres, op. cit., p.178. 
228 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」90 頁 
229 G. Vedel, Haute Cour et déficits juridiques, Le Monde 31 oct. 1992. 




























事案が重大判例として指摘できる236。破毀院刑事部は、1997 年 2 月 6 日判決において、当該食事会と大
臣職務との間に直接的な連関性がないと認定、カリニョン事件判決の法理を踏襲したうえで、更に、「憲
法第 68－１条が規定する共和国法院の管轄権は、大臣によって、その職務の遂行を契機として為された
に過ぎない行為 actes qui ne sont commis, par des ministres, qu’ à l’occasion del’exercice de 
leurs fonctions には及ばない」と判示した。同判決は、大臣職を有する人物によって大臣職の任期中に
為された具体的な行為に関して、大臣職務との実質的な直接的連関性を基準として、当該行為が「大臣





に直接的な関係を持つとして、自身の管轄権を認めたのである。Crim. 26 juin 1995, Bull. crim. no 235, p.651. 
234 O. Beaud, la reconnaissance de la comptence concurrente pour juger pénalement des ministres, op. cit., 
p.180. 
235 この点に関し、J.-P. Dintilhac, Observations sous l’arrêt du 26 juin 1995, RSC, 1995, pp.837-838. 
236 元貿易担当大臣、リヨン市長のミシェル・ノワール Michel Noir に関する事件、Crim. 6 fvér. 1997, Bull. 





































                                                     
237 例えば、Crim. 16 févr. 2000, Bull. Crim. no 72, pp.199-216,特に p.202. ; また、Crim. 13 déc. 2000, Bull. 
Crim. no 375, pp.1143-1149. 
238 N. Havas, op. cit., p.703. 
239 G. Vedel, La poursuite des infractions commises par les ministres en droit français, in F.Delpérée et 
































                                                     
240 Rapport remis au Président de la République le 15 févr. 1993 par le Comité consultatif pour la révision 
de la Constitution, JORF, 16 févr. 1993, p.2543. 
241 国民代表である自身らが「陪審員」として法廷に列席することなどは－職業裁判官を登用することについ
ては譲歩できても－決して認められないというのが、上院に集う政治階層における主潮であった。Sénat, Rapp. 
no 316, fait au nom de la commission des lois, à propos des dispositions modifiant les Titres IX et X de la 
Constitution et relatives à la Haute Cour de justice  et  la responsabilité pénale des membres du 






242 B. Mathieu, T. Renoux, A. Roux, op. cit., p.82. 



































                                                     
244 Cons. Const. Décis. No93-327 DC du 19 nov. 1993, L. org. sur CJR, op. cit.,., p.472. 
245 B. Mathieu, T. Renoux et A. Roux, op. cit., p.95. 
246 J.-F. Burgelin, De la constitution de partie civile devant la Cour de Justice de la République, interview 
réalisée par Pierre Rancé, D. 2000. IV. p.22. 
247 B. Mathieu, Commentaire sur la loi organique no 93-1252 du 23 novembre 1993 sur la Cour de justice 
de la République, op. cit., p.70. 
248 因みに、１９９３年以前の高等院制度においては、議員任期中の元大臣に対する訴追の開始は、自動的な
議員免責特権解除を生じていた。B. Mathieu, La resaponsabilité pénale des ministres devant la Cour de 




































                                                     
249 D. Turpin, op. cit., p.688. note6 
250 O. Beaud, La Cour de justide de la République est-elle vraimment comptente pour juger les ministres 
dans l’affaire du sang contaminé ?  Recueil Dalloz, 1999, pp.79-80 ; 高橋泉・前掲論文「（二・完）」92
頁。 
251 P. Auvret, La revenche du régime parlementaire, RDP, no 5, 1997, pp.1231-1232. ; 高橋泉・同上同頁。 
252 P. Pactet, L’évolution contemporaine de la responsabilité gouvernementale dans les démocraties 
























重来を期して三人の元大臣を共和国法院に提訴した。共和国法院申請委員会は 1994 年 7 月 18 日に提訴
を受理、訴因における罪質は旧刑法第 318 条の「人体に対する有害な物質な投与257」に決定したが、し





                                                                                                                                                                                  
République se meurt, la Ve République est morte, in Constitutions et Pouvoirs, Mélanges en l’honneur de 
Jean Gicquel, op. cit., pp.299-300. 
253 O. Beaud, Le traitement constitutionnel de l’affaire du sang contaminé : Réflexions critiques sur la 





256 N. Havas, op. cit., p.737. 
257https://www.legifrance.gouv.fr/affichCodeArticle.do?idArticle=LEGIARTI000006490193&cidTexte=LE
GITEXT000006071029&dateTexte=19940228 
258 組織法第 20 条；「予審委員会はその審査に付された事実に関して再罪質決定 requalifier することができ
る。」L. org. no 93-1252 du 23 nov. 1993 sur la CJR, JORF, Lois et décrets, 24 nov. 1993, pp.16168-16170. 
259 O. Beaud, La Cour de justice de la République est-elle vraimment comptente pour juger les ministres 
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261 Arrêt de la commission d’instruction de la CJR en date du 17 juill. 1998, RDP, pp.315-329, dossier 
spécial : ‘sang contaminé’. 
262 Arrêt de la CJR, 9 mars 1999, RDP, 1999, pp.329-338. 
263 O. Beaud, Le double écueil de la criminalisation de la responsablité et de la justice polituque, RDP, no 
2, 1999, p.419. 
264 Réquisitions du minitère public, par Jean-Franois Burgelin et Roger Lucas, RDP, no2, 1999, p.340. 
265 D. Baranger, Une tragédie de la responsabilité RDP, no 1, 1999, p.36. 
266 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」86 頁。同旨、O. Beaud, Le sang contaminé. Essai critique 
sur la criminalisation de la responsabilité des gouvernants, op. cit., p.146. 
267 高橋・前掲論文「閣僚の政治責任（二・完）」86 頁。 
268 H. Rousillon, Les quarante ans de la Constitution française : la léçon américaine, Gaz. Pal., oct, 1998, 
pp.43-44. 



























                                                     
270 B. Mathieu, T. Renoux, A. Roux, op. cit., p.58. 




態については、国民議会予算委員会における、マルク・ル・フュウル Marc Le fur 議員による報告が詳しい。





的省察が、英仏両国の政治司法の史的展開を具に観察したテーズによって与えられている。P. Desmottes, op. 
cit., p.85. 
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